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１ 

1 学校の理念、教育目標 

教 育 理 念 教 育 目 標 

■学園理念■

〈基本理念〉 

東放学園は「己と和と成長」を基本として、未来に向かって豊かな価値を創造し、 

メディアとエンターテインメントの発展に貢献できる人の育成を目指します。 

〈使 命〉 

①社会の一員として寄与できる人を育てます。 

東放学園は、健全な学校事業活動を通じて、自己を磨き、社会の一員として 

寄与できる人の育成に努めます。 

②豊かな価値を創造できる人を育てます。 

東放学園は、メディアとエンターテインメントの分野で、人との関わりから 

豊かな価値を創造する人の育成に努めます。 

③組織とともに成長できる人を育てます。 

東放学園は、自己と組織との協調の実現に努め、共に成長し続ける人の育成に 

努めます。 

〈行動指針〉 
①私たちは、大きな視野に立って、東放学園に活かせる知識・技能・技術の 

向上に努めます。 

②私たちは、誠意・熱意・創意に基づく活動を通じて、良好な人間関係を築き、 

自己の能力と人との和を活かして、働きがいのある東放学園の風土を造ります。 

③私たちは、先見性を持ち、効果的に創造することにより、東放学園の価値を高め、 

継続的な発展を図ります。 

■教育方針■

私たち東放学園の教職員は、理念体系に基づいた以下の教育方針に則り、

人の育成に努めます。 

実践教育 ～実力は現場を体験することで身につく～ 

放送・映画・音楽・芸能の業界が求める人材は時代とともに変化しつづけています。 

TBS（東京放送教育事業本部）が学校を創設した当時から、業界と太いパイプで 

結ばれ、そのニーズをカリキュラムに反映させてきました。このような「現場 

主義」の環境だからこそ、業界で多くの卒業生が活躍しているのです。 

人間教育 ～信頼はあいさつから始まる～ 

スタッフやキャストが集まって作品をつくる仕事では、チームワークが必要不可欠 

です。チームワークや信頼関係の基本であるあいさつをはじめとするコミュニケーシ 

ョンを重んじているからこそ、社会人として必要な豊かな人間性や社会性を身につけ 

ることができるのです。 

自立教育 ～表現は個の確立から始まる～ 

クリエイティブな仕事に携わっていくためには、自分自身で道を切り開き、表現して 

いくことが大切です。同じ目標を持った仲間が集う中で、知識・技術・技能を高める 

とともに、自己を確立しているからこそ、自由な発想と各自の個性を伸ばすことが 

できるのです。 
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2 本年度の重点目標と達成計画 

2021年度重点目標 達成計画・取組方法 

本校は学園の理念に基づき、実践教育・人間教育・自立教育の教育方針を掲げ、多様

化する学生のニーズに応えながら、将来エンターテインメント業界の発展に貢献できる

人材の育成を目指す。本校ではカリキュラムや教育活動について、業界企業をはじめと

した学校関係者との連携を密に図り、広く意見・提案をもらいながら見直し、改善に取

り組んでいる。 

今年度の重点目標は、本校の恒常的な取組みである「中途退学率の低減」「進路決定率

の向上」を含めた以下 6点である。 

【重点目標】 

・教職員資質向上

・カリキュラム最適化

・ICT活用促進

・中途退学率低減

・進路決定率向上

・コロナ禍における望ましい授業形態の模索

「教職員資質向上」 

  学校運営において重要かつ不可欠であるのが、教職員の存在である。その資質如何によ 

り学生に対する教育効果は大きく変化する。相談対応、進路指導、協働意識など様々な要

素を、研修や OJTその他の方法により磨く。(複数年計画) 

「カリキュラム最適化」 

  LIVE配信、バーチャルキャラクター、eスポーツなどの新しい分野に対応すべく必要な 

能力や適性を把握し、授業に落とし込む。また企業などから助言を受け、より効果的・効

率的で体系的なカリキュラムを追及していく。 

「ICT活用促進」 

  コロナ禍により日本全体の ICT化が飛躍的に進んでいるこの機会を活かし、教育・管理 

どちらの面においても ICT を有効活用した体制を目指す。教育ではオンライン授業の取組

みを強化し、管理では学生情報システムなどの導入・普及に努める。 

「中途退学率低減」 

クラスアドバイザーを中心に講師と綿密に連絡を交わしながら学生一人一人に対応す

る。全クラスで個別面談を必須とし、出席状況を即時に把握するなど問題の早期発見に努

める。スクールカウンセラー、24時間対応の電話相談窓口などの外部支援も引き続き行う。 

「進路決定率向上」 

 関連部門のキャリアサポートセンター・留学生センターと連携を図り、学校全体、学科

毎のオーディションイベントや進路ガイダンスなどを実施する。芸能活動から企業就職へ

進路希望を変更した学生に対しては就職企業説明会・就職関連の授業を実施する。

GoogleClassroomなど webサービスも活用しながら支援を深める。 

「コロナ禍における望ましい授業形態の模索」 

  長引くコロナ禍において、より安心・安全な対面教育を追及すると同時に、ICTを活用 

した授業や成果発表の方法など、エンターテインメント教育の新しい在り方を模索する。 
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3 評価項目別取組状況 

※評定の内容

4 適切に対応している。課題の発見に積極的で今後さらに向上させるための意欲がある。 

3 ほぼ適切に対応しているが課題があり、改善方策への一層の取組みが期待される。 

2 対応が十分でなく、やや不適切で課題が多い。課題の抽出と改善方策へ取組む必要が 

ある。 

1 全く対応をしておらず不適切。学校の方針から見直す必要がある。 
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基準１ 教育理念・目的・育成人材像 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

【理念・目的・育成人材像】 

学園は「己と和と成長」を基本として、未来に向かって豊

かな価値を創造し、メディアとエンターテインメントの発展

に貢献できる人の育成を目指し、この基本理念の下に「実践」

「人間」「自立」３つの教育方針を定めている。これらの基本

理念と教育方針は学園の公式ホームページなどで積極的に公

開し発信している。 

本校は学園が掲げる理念と方針の下に、創造性豊かでエン

ターテインメント業界から必要とされる人材の育成を最大の

目的としている。そのためにエンターテインメントの楽しさ

を知り、専門的なスキルと人間力を身につけ、人を楽しませ

る仕事に生き甲斐を感じさせることを本校の教育テーマに掲

げ、実践的なカリキュラムを構築している。

 各学科は学校が定める教育目的とテーマに沿って学科特性

を活かした育成人材像を共有し、専門的スキルと人間力を身

につける教育課程の編成に努めている。 

学科の育成人材像やカリキュラムは独善的にならないよう

定期的に業界関係者を交えて検討会を実施、関連業界が求め

る人材を輩出するためカリキュラムなどの見直しに取組んで

いる。 

基本理念や教育方針は既に公開しているが、今後は本校へ

関心を寄せるあらゆる対象に向け、周知徹底し定着させる工

夫が必要である。 

【理念・目的・育成人材像】 

理念などの浸透度は学校関係者への web フォームアンケー

トなどで確認する。 

教育の質をより高めるため学園の理念や方針に基づいた教

育目的、育成人材像、教育内容といった学校・学科のカリキ

ュラムは社会のニーズに合わせて改善や再編が求められる。

定期的なカリキュラム検討会だけではなく、恒常的に企業か

らの協力を受けられるよう業務提携をすることも検討する。 

“あいさつ”等の関連業界に必要な習慣が自然と身につ

く教育環境作りに努めている 
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1-1 （1/2） 

1-1 理念・目的・育成人材像 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

1-1-1 理念・目的・育

成人材像は、定めら

れているか 

□理念に沿った目的・育成人材

像になっているか

□理念等は文書化するなど明

確に定めているか

□理念等において専門分野の

特性は明確になっているか

□理念等に応じた課程(学科）

を設置しているか

□理念等を実現するための具

体的な目標・計画・方法を定め

ているか

□理念等を学生・保護者・関連

業界等に周知しているか

□理念等の浸透度を確認して

いるか

□理念等を社会の要請に的確

に対応させるため、適宜見直し

を行っているか

４ 専門分野の教育目的と各

学科が定める育成人材像は

学園の基本理念に基づいて

定められ、エンターテインメ

ントの専門分野ごとに特化

した学科が設置されている。 

これら理念等を実現する

ため、専門分野ごと体系的な

ビジョンを定め、独自の人間

形成システム『TOHO メソッ

ド』による人材育成の教育が

行われている。 

 学園の基本理念は各校舎

に掲示、教育方針等は公式ホ

ームページや学生ガイド等

で明確に掲載され、教職員や

学生・保護者、関連業界に向

け周知している。 

 理念等に基づいた学校・学

科の教育方針や教育内容は

関連業界の協力を仰ぎカリ

キュラム検討会等を通じて

適宜見直しを図っている。

理念等の浸透度を確認す

ることと、それを高めるため

の工夫は今後も必要である。 

 浸透度の確認は学校関係

者への web フォームアンケ

ートなどで行う。 

TOHOGAKUEN SCHOOL GUIDE 

（学校案内書） 

保護者のみなさまへ 

（保護者向けパンフレッ

ト） 

東放学園ホームページ 

学生ガイド（シラバスな

ど） 

「己と和と成長」掲示物 

TOHOメソッド資料 

東放学園 

コミュニティｰサイト 

（教職員専用） 

運営会議資料 

TOHO GUIDE（企業向けパ

ンフレット） 

1-1-2 育成人材像は

専門分野に関連する

業界等の人材ニーズ

に適合しているか 

□課程(学科)毎に、関連業界等

が求める知識・技術・技能・人

間性等人材要件を明確にして

いるか

□教育課程・授業計画(シラバ

ス)等の策定において、関連業

界等からの協力を得ているか

３ 関連業界が求める技能・及

び人材像は、オリエンテーシ

ョンや授業の度に教職員や

講師を通じて周知している。 

教育課程を見直す際は業

界関係者から意見を取り入

れて策定している。 

 関連業界との連携を更に

密にしていく必要がある。 

定期的なカリキュラム検

討会だけではなく、恒常的に

企業からの協力を受けられ

るよう業務提携をすること

も検討している。 

学生ガイド（シラバス

など） 



６ 

1-1 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

1-1-2続き □専任・兼任(非常勤)にかかわ

らず、教員採用において、関連

業界等から協力を得ているか

□学内外にかかわらず、実習の

実施にあたって、関連業界等か

らの協力を得ているか

□教材等の開発において、関連

業界等からの協力を得ている

か

 講師の採用は業界関係者

の助言・協力を得て実施し

ている。 

 専門性を高めるため実

習・実技の殆どは関連業界

の実務経験者が担当し、業

界が求める人材育成を担っ

ている。 

ライブ配信やバーチャル

タレントなどの新たなエン

ターテインメント分野を担

う実務経験者の補充が必要

である。

新たなエンターテインメ

ント分野を担う講師を採用

するため、グループ校や同窓

会組織を通じて取引企業の

新規開拓を目指す。

特になし 

1-1-3 理念等の達成

に向け特色ある教育

活動に取組んでいる

か

□理念等の達成に向け、特色あ

る教育活動に取組んでいるか

□特色ある職業実践教育に取

組んでいるか

３ 実践教育の一環で学生向

けにイベントや番組の出演、

司会のアシスタントなど、学

外で現場経験を踏む機会を

設けている。 

常設の舞台（シアター1K1）

を活用したり外部の収録ス

タジオや劇場を使用したり

して実践的な成果発表に取

組んでいる。

外部出演は年度ごとに依

頼件数に差が生じ平等には

行えない。 

 機材メンテナンス等の設

備管理の維持が課題である。 

現場経験の機会を増やす

ため公共機関の企画や制作

会社等と積極的に関わる。 

機材・設備については老朽

化による事故が起こらない

よう管理会社と協力して

日々の点検・メンテナンスを

さらに強化する。 

学生ガイド（シラバス

など） 

1-1-4 社会のニーズ

等を踏まえた将来構

想を抱いているか

□中期的（3～5 年程度）な視点

で、学校の将来構想を定めている

か

□学校の将来構想を教職員に周

知しているか

□学校の将来構想を学生・保護

者・関連業界等に周知しているか

３ 業界関係者の意見を取り

入れ、社会のニーズに応える

学科編成計画、要員計画、施

設設備の導入・修繕計画など

を策定している。 

学校の将来構想は教職員

に向けて周知している。 

学生・保護者への周知体制

は未だ準備段階に留まって

いる。 

情報公開の取り組みの一

環として、学校の将来構想に

ついて学生・保護者に冊子

や、ホームページなどを通じ

て、今後段階的かつ継続的に

周知を図っていく。 

事業計画書 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学園の掲げる理念と人材育成像に基づき、芸能・マスコミ分野において活躍できる人材

を育成している。目的達成のため業界関係者の協力を仰ぎながら、実践的な特色ある教育

活動を続ける。 

“あいさつ”等の関連業界に必要な習慣が自然と身につく教育環境作りに努めている。 

育成人材像はエンターテイメント業界の動向を見ながら改善・見直しが必要である。 



７ 

基準２ 学校運営 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

【運営方針】 

事業計画に関連した運営方針を明確化し、教職員全体研

修会や教職員向けウェブサイトにおいて学内に周知してい

る。また、各種諸規程の整備を行っている。 

【事業計画】 

中期的構想に基づき、単年度並びに 5 ヵ年事業計画書を

毎年度作成し、理事会・評議員会で執行状況の確認を行っ

ている。 

【人事・給与制度】 

基本理念及び事業計画に基づき、人材確保と育成が行わ

れている。人事考課制度、賃金制度、採用制度などが整備

されており、毎年度見直しを行っている。 

【意思決定システム】 

各階層別の会議体を設置し、必要に応じた意思決定が円

滑になされている。今後も各種諸規程の整備を検討し、適

切かつ円滑な意思決定システムの確立につなげる。 

【情報システム】 

学生支援を目的とした、業務全般を広くサポートする各

種システムが整備されており、データを一元化することに

より業務の効率化が図られている。現在のシステム構成を

検証し、次世代の教育現場に順応したシステムの導入およ

び構築について検討を進めている。セキュリティ対策につ

いては、継続的に評価・見直しを行っている。 

【運営方針】 

2019 年度から、5 ヵ年事業計画に基づいて、顧客のニー

ズに柔軟に応えるべく、教職員自らが変化に対応できるよ

うに様々な取り組みを行う。あわせて、リスク要因管理方

針を明確にし、リスク要因などを洗い出し、対策のための

取り組みを進める。 

【事業計画】 

特になし。 

【人事・給与制度】 

法改正に則った改正を適宜行う。 

【意思決定システム】 

各種諸規程の整合性を図りつつ、必要な規程の整備を進

める。 

【情報システム】 

学内のシステム運用者をはじめ、関連委員会や外部委託

業者などと継続的に検討を進め、学生支援をより一層強化

したシステム構築の必要性について吟味、検討する。今後、

業務におけるクラウド利用の増加が見込まれるため、セキ

ュリティ対策を根本から見直し、全体防御型のセキュリテ

ィへ改める。 

特になし。 
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2-2 運営方針

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

2-2-1 理念に沿った

運営方針を定めてい

るか 

□運営方針を文書化するなど

明確に定めているか

□運営方針は理念等、目標、事

業計画を踏まえ定めているか

□運営方針を教職員等に周知

しているか

□運営方針の組織内の浸透度

を確認しているか

４ 運営方針は部門ごとに事

業計画書に目標などを明記

し、教職員全体研修会や教職

員向けウェブサイトにおい

て、口頭及び文書で周知して

いる。 

 運営会議などにおいて、随

時チェックしている。 

運営方針を遂行すること

について、教職員全体で統一

した意識を持つことが要求

される。 

新任者などもいるため、教

職員研修などを活用して繰

り返し説明する。 

事業計画書（単年度） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学校の目的・目標に基づき、学校運営方針は事業計画書に明記し、全教職員に対して明示

されている。今後も全教職員が実際の場面で実践していくことが求められる。 

特になし。 
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2-3 事業計画

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

2-3-1 理念等を達成

するための事業計画

を定めているか 

□中期計画（3～5年程度）を定

めているか

□単年度の事業計画を定めて

いるか

□事業計画に予算、事業目標等

を明示しているか

□事業計画の執行体制、業務分

担等を明確にしているか

□事業計画の執行・進捗管理状

況及び見直しの時期、内容を明

確にしているか

４ 5ヵ年事業計画を定め、さ

らに各当該年度における具

体的な単年度の事業計画を

策定している。 

事業計画をもとに予算を

策定し、項目ごとの役割分担

などを明確にしている。 

事業計画の執行について

は半期ごとに進捗状況をチ

ェックしている。項目によっ

ては、事業計画年度のスパン

の組み替えに、柔軟な対応を

取っている。また、事業報告

書を年に一度作成し、理事

会・評議員会にて報告を行っ

ている。 

事業計画の進行の遅れや

内容の変更などに柔軟に対

応することが必要である。 

事業計画の各部署での継

続的なチェックと各会議体

での検証を徹底する。 

5ヵ年事業計画書 

事業計画書（単年度） 

事業計画中間報告書 

事業報告書（単年度） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

5ヵ年事業計画書に基づいて、本学園全体・各部門の当該年度事業計画を策定し実行す

るとともに、運営会議などにおいて進捗状況を把握し、検証を行っている。また、事業報

告書を年に一度作成し、理事会・評議員会にて報告を行っている。 

次年度事業計画書の内容を年度末の役職者研修会で周知し、運営方針・年間事業計画の円

滑な遂行ができるようにしている。一般教職員に対しては、教職員全体研修会や教職員向け

ウェブサイトにおいて、各部門の事業計画について説明し周知している。なお、事業報告書

は東放学園ホームページに公開している。 
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2-4 運営組織

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

2-4-1 設置法人は組

織運営を適切に行っ

ているか 

□理事会、評議員会は寄附行為

に基づき適切に開催している

か

□理事会等は必要な審議を行

い、適切に議事録を作成してい

るか

□寄附行為は、必要に応じて適

正な手続きを経て改正してい

るか

４ 寄附行為に基づき理事

会・評議員会を開催し、必要

な審議を経て議事録を作成

している。 

また、寄附行為の改正の必

要が生じた場合は、適正な手

続きを経て改正している。 

特になし。 特になし。 寄附行為 

2-4-2 学校運営のた

めの組織を整備して

いるか 

□学校運営に必要な事務及び

教学組織を整備しているか

□現状の組織を体系化した組

織規程、組織図等を整備してい

るか

□各部署の役割分担、組織目標

等を規程等で明確にしている

か

□会議、委員会等の決定権限、

委員構成等を規程等で明確に

しているか

□会議、委員会等の議事録（記

録）は、開催毎に作成している

か

□組織運営のための規則・規程

等を整備しているか

□規則・規程等は、必要に応じ

て適正な手続きを経て改正し

ているか

３ 必要な組織を構成し、本学

園全体の組織を明示した組

織図を整備している。学校運

営に支障が生じないよう、必

要に応じて改定している。 

各部署の業務分掌を整備

した上で、円滑な組織運営の

ための規則・規程などを整備

している。 

会議体・委員会の業務分掌

を明確にしている。 

会議・委員会の議事録は、

開催ごとに作成し、運営会議

へ報告した後、教職員へ公開

している。 

現況に合わせて、規則・ 

規程などを改定する場合は、

規程等管理規程に基づき、運

営会議などで審議し適正な

手続きを経て改定している。 

規則・規程の策定時期が異

なるため、内容に表記ゆれが

ある。 

規則・規程の改定がなされ

るときに、他の規則・規程と

の関連性に充分配慮した上

で、改定を担当する会議体・

委員会にて表記ゆれを正し

ていく。 

組織図 

各規程 

会議・委員会・ 

連絡会一覧 

プロジェクト一覧 
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小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

2-4-2 続き □学校の組織運営に携わる事

務職員の意欲及び資質の向上

への取組みを行っているか

業務分掌に基づき、毎年個

人及び部署ごとに年間目標

計画を作成している。特に個

人については、自己研鑽や学

内外の研修に関して具体的

な計画を記入し、積極的に取

り組んでいる。毎年度末に、

その結果を確認し、役割と責

任を明確にしている。 

年齢・役割区分に 

基づくキャリア構築 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学校運営を円滑に進めるために意思決定機能が明確な運営組織図を定め、目標達成に向

けて、実際の懸案事項を処理・解決する会議体を効率よく機能させている。 

特になし。 
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2-5 人事・給与制度

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

2-5-1 人事・給与に関

する制度を整備して

いるか 

□採用基準・採用手続きにつ

いて規程等で明確化し、適切

に運用しているか

□適切な採用広報を行い、必

要な人材を確保しているか

□給与支給等に関する基準・

規程を整備し、適切に運用し

ているか

□昇任・昇給の基準を規程等

で明確化し、適切に運用して

いるか

□人事考課制度を規程等で明

確化し、適切に運用している

か

３ 新卒・中途採用ともに、

障がい者を含む多様な人材

に対しても公正な採用を行

っている。採用基準、手続

き、情報公開については、

就業規則などに定め運用し

ている。 

賃金の構成、支払い方法、

所定内給与・所定外給与、

賞与ほかを賃金規程に定

め、運用している。 

評定は半期毎、および通

年単位で実施し、これに基

づき昇(降)格、昇(降)給を

行う。評定は、年度初めに

個々の役割に応じ策定する

年間計画に対して実施して

いる。目標に対する達成状

況については、自己評価も

踏まえたうえで評定を決定

している。  

総合的な採用ガイドライン

は整備されている。中途・障

がい者については、採用過程

における注意や配慮事項の記

載が不十分である。 

規程は法改正に合わせて柔

軟に対応し、適切な運用をし

ているが、基準などについて

の定期的な見直しは不十分で

ある。 

被評価者が、目標の策定・

実現をしやすいよう、役割区

分の定義を設定（2018年）し

た。また、働き方改革を踏ま

えた項目も追加（2019年）し

た。基準はより明確にしたが、

継続した考察は必要である。 

労働政策、雇用情勢も視

野に、不十分な内容は加筆

修正を進め、さらなる最適

化を目指す。 

法改正などの情報収集を

常に行い、定期的な点検を

実施することで、さらなる

最適化を目指す。 

定義に基づいた教職員の

キャリア構築を可能とする

ため、個々の育成とも連動

し、制度の定着を推進する。 

就業規則 

事業計画書 

教職員募集要項 

就職情報サイトほか 

採用ガイドライン 

賃金規程 

評定の基準 
教職員の年齢・役割区分

に基づくキャリア構築 

役割区分の定義 

年間目標計画 

実績・通年評定の基準 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

人事・給与制度については、適切な運用をしている。引き続き、より良いものを目指す

ため、現行運用している基準などを規程として整備し、評価者・被評価者双方に、より解り

やすく役立つものにしていく。 

2－4「運営組織」と連動しながら、労働政策や雇用情勢（ダイバーシティの推進、様々

な働き方の検討、有給休暇の取得促進ほか）に合わせた施策も実施し、教職員のモチベー

ションアップ・活性化を進めている。 
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2-6 意思決定システム

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

2-6-1 意思決定シス

テムを整備している

か

□教務・財務等の事務処理にお

いて、意思決定システムを整備

しているか

□意思決定システムにおいて、

意思決定の権限等を明確にし

ているか

□意思決定システムは、規則・

規程等で明確にしているか

４ 組織図及び階層ごとの会

議体を設置し、学校運営に必

要な意思決定の判断基準を

個々に規則・規程などで明確

にしている。 

特になし。 特になし。 組織図 

会議・委員会・ 

連絡会一覧 

各種管理規程など 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

意思決定のために必要な会議体を設置し、それらに応じた意思決定がなされている。各

会議体の持つ権限があり、運用段階において最終的には運営会議、理事会・評議員会にお

いて審議し決定している。 

特になし。 
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2-7 情報システム

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

2-7-1 情報システム

化に取組み、業務の

効率化を図ってい

るか 

□学生に関する情報管理シス

テム、業務処理に関するシス

テムを構築しているか

□これらシステムを活用し、

タイムリーな情報提供、意思

決定が行われているか

□学生指導において、適切に

（学生情報管理）システムを

活用しているか

□データの更新等を適切に行

い、最新の情報を蓄積してい

るか

□システムのメンテナンス及

びセキュリティ管理を適切に

行っているか

３ 学生支援に基づく情報管

理および関連する業務処理

を行うため、各種情報管理

システムを連動し運用して

いる。データは一元化され、

最新の情報が保持できるよ

う更新を行っている。基幹

サーバの定期更改や各シス

テムの適宜更改によりシス

テムの安定稼働に努めてい

る。

セキュリティ対策として

は、継続的に評価・見直し

を行っている。 

セキュリティ対策におい

ては、過去年度より継続し

注意を払っているが、不測

の事態などへの対策につい

て引続き評価・見直しを行

う必要がある。 

また教育現場に即したシ

ステム構築が成されている

か、現行のシステムの見直

しを行い、現在の教育環境

により適したシステム導入

を検討する必要がある。

セキュリティ対策として、

学内のシステム運用者をは

じめ、関連委員会や外部委

託業者などと継続的に評

価・見直しを進めていく。

次世代の教育現場に順応

したシステムを導入し、よ

り一層効果的に業務全般を

サポートする環境の構築お

よび整備を進めていく。

各システムの構築図 

各運用マニュアル 

個人情報保護に関連する各

種規程類 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学生支援を目的とした業務全般を広くサポートする各種システムの連動が整っており、

適切な情報提供や業務遂行がなされている。現状での運用においては大きな問題はないと

考えられるが、より教育環境に即したシステムの導入および構築を目指し検討が必要であ

る。あわせて継続的にセキュリティ対策として、評価・見直しを行うことが不可欠である。 

（整備されている情報管理システム） 

・学生募集システム ・就職、デビュー情報システム

・学籍管理システム ・同窓会（卒業生管理）システム

・成績管理システム ・予算、経理管理システム

・パーソナルデータシステム
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基準３ 教育活動

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

【目標設定】 

本校の教育課程は学園の基本理念、本校の教育方針など

を基軸に、業界関係者の助言を得て編成している。 

課題としては、教育課程の編成方針や実施方針などの文

書化が挙げられる。 

【教育方法・評価】 

カリキュラムや教育計画は関連業界と意見を交わし、必要

に応じて授業科目などに反映している。関連部署と連携を

図りながらオーディションや企業説明会を実施し進路支援

に努めている。定期的に授業評価アンケートを実施し、授

業の質を確保している。課題としては教育課程の編成過程

において規程や議事録を作成できていないこと、留学生の

進路先開拓などが挙げられる。 

【成績評価・取得時間数認定】 

学則や学生ガイド(シラバスなど)に成績評価基準、取得

時間数認定基準が明確に定められている。芸能分野の授業

科目は単純な数値で成績を計ることが難しい。成績評価の

公平性・透明性の確保を高めることは継続的な課題である。 

【資格】 

芸能・マスコミ分野に直結した資格が少なく、教育課程

を編成する上で学生へ提供できる科目数が少ない。 

【教員】 

講師は主に芸能・マスコミ分野での実績をもとに人選・

採用を行っている。教員にはその担当業務に関連する研修

などへの参加を奨励している。授業評価アンケートや授業

見学などの結果を授業担当者へフィードバックすることで

恒常的な授業改善に取り組んでいる。一方、講師の高齢化

に伴う世代交代は優先課題である。また芸能・マスコミ関

連業界団体・学会が主催する研修・研究の機会が少ない。 

【目標設定】 

各学科の教育課程を体系的・系統的に明文化し、全体的な

教育計画を可視化する。 

【教育方法・評価】 

議事録に替わり教育課程編成の資料を取りまとめ記録と

して残す。留学生に関しては、芸能活動のための在留資格

「興行」を取得できたケースもあるので、企業側に在留管

理制度の理解を求め、待遇改善を図るなど進路先開拓を強

化する。 

【成績評価・取得時間数認定】 

新たな評価方法を短期開催の講座などに試用する。成績

評価の適切な基準について多角的に見出す。それを段階別

に明文化して基準項目を設け、より公平性が高く透明性を

確保した評価に向けて改善する。 

【資格】 

芸事の幅を広げ、且つエンターテインメント業界以外へ

の就職希望者にも役立つ新たな資格取得を目的とした授業

科目を模索し、教養入門分野の選択科目として配当できる

か検討する。 

【教員】 

関連するエンターテインメント業界と引き続き連携を図

り優秀な教員の確保に努める。教員の資質や専門分野に関

する知識を向上させるためにも、関連業界から得た情報は

議事録や報告書に記載し、教職員・講師間で共有する。講

師に対する研修方法としてオンデマンド形式を導入できな

いか検討する。 

【目標設定】 

芸能の技術は主観的な見方も根強く残っており、ルーブ

リック評価のような到達レベルを定めるには、講師の理解

が必要になる。

【教育方法・評価】 

新型コロナウイルスの影響により、以前とは授業実施形

態を変更する科目が多く、従前の授業評価アンケートを実

施できない期間があった。 

留学生が卒業後に芸能活動を継続していくには、制度の面

で大きなハードルがある。 

【成績評価・取得時間数認定】 

芸能分野の授業科目は単純な数値で成績を計ることが難

しい。 

【資格】 

エンターテインメント分野に即応した資格・免許が少な

い。 

【教員】 

専任教員・兼任（非常勤）の講師以外にも学科の授業計

画に必要な人材、業界関係のキーパーソンとなる人物は、

特別講座とし各業界よりその都度招聘している。 
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3-8 目標の設定 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

3-8-1 理念等に沿っ

た教育課程の編成方

針、実施方針を定め

ているか

□教育課程の編成方針、実施方

針を文書化するなど明確に定

めているか

□職業教育に関する方針を定

めているか

３ 学園の理念などを基に本

校の教育方針を定め教育課

程を編成している。 

学生にとって必要な情報

は学生ガイドに履修概要と

して記載している。 

教育課程の編成方針や実

施方針などの文書化が求め

られている。 

各学科の教育課程を体系

的・系統的に明文化し、全体

的な教育計画を可視化する。 

学則 

学生ガイド（シラバス

など） 

3-8-2 学科毎の修業

年限に応じた教育到

達レベルを明確にし

ているか

□学科毎に目標とする教育到

達レベルを明示しているか

□教育到達レベルは、理念等に

適合しているか

□資格・免許の取得を目指す学

科において、取得の意義及び取

得指導・支援体制を明確にして

いるか

□資格・免許取得を教育到達レ

ベルとしている学科では、取得

指導・支援体制を整備している

か

３ 学生ガイドに学科毎の到

達目標を段階的に示した。 

芸能分野に関連する教育

の特性上、特定の資格・免許

取得を教育目標に定めては

いない。 

学生個々の才能を伸ばす

ことは非常に重要で、画一化

された教育目標に陥らない

よう配慮している。 

芸能教育はその特質上、具

体的な到達段階を明確に示

すことは難しく、設定しづら

い。 

学生ガイド改訂に合わせ

て、各学科とも段階的な到達

レベルを示したが、より分か

りやすく具体的に表す必要

がある。 

授業の到達目標を誰もが

わかりやすく理解できる仕

組み作りとして、ルーブリッ

ク評価といった具体的な到

達段階を示し、シラバスなど

にも掲載できるよう改善す

る。

学生ガイド（シラバス

など） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

本校の教育課程は学園の基本理念、本校の教育方針などを基軸に、業界関係者の助言を

得て編成している。業界から求められる人材の育成を目標に、適切な到達レベルを設定し

て普遍的なスキルの基礎を修得できるよう編成・実施している。 

芸能の技術は主観的な見方も根強く残っており、ルーブリック評価のような到達レベル

を定めるには、講師の理解が必要になる。 
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3-9 教育方法・評価等 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

3-9-1 教育目的・目

標に沿った教育課程

を編成しているか

□教育課程を編成する体制は、

規程等で明確にしているか

□議事録を作成するなど教育

課程の編成過程を明確にして

いるか

□授業科目の開設において、専

門科目、一般科目を適切に配分

しているか

□授業科目の開設において、必

修科目、選択科目を適切に配分

しているか

□修了に係る授業時数、単位数

を明示しているか

□授業科目の目標に照らし、適

切な教育内容を提供している

か

□授業科目の目標に照らし、講

義・演習・実習等、適切な授業

形態を選択しているか

□授業科目の目標に照らし、授

業内容・授業方法を工夫するな

ど学習指導は充実しているか

□職業実践教育の視点で、授業

科目内容に応じ、講義・演習・

実習等を適切に配分している

か

□職業実践教育の視点で教育

内容・教育方法・教材等工夫し

ているか

３ 教育課程の編成は教務教

育部長と学科主任が育成像

や目的・目標に沿って編成し

毎年見直しを図っている。 

授業科目には学科の科目

とそれ以外の選択科目があ

る。専門性を修得する学科科

目は必修と選択が適切に配

当されている。教養・入門分

野の選択科目は必要に応じ

て履修することができる。 

 修了に必要な授業時数は

学生ガイドに掲載し、オリエ

ンテーションなどで学生に

説明・指導している。

授業は学科が求める専門

性を身につけるため体験し

たことを定着するまで繰り

返して実施する。そのため科

目の多くは実習・実演形式で

行われる。授業科目の到達目

標や方針・内容はシラバスや

ガイダンスなどで示されて

いる。 

実践教育を重視した教育

活動は、撮影機材を活用した

り、収録スタジオを使用した

り教育方法や環境作りに力

を入れている。 

これまでも選択科目に多

様性を持たせてきたが、学生

の希望する科目に偏りが現

れた。 

教育課程の編成過程は資

料として残しているが、規程

や議事録は作成していない。 

議事録に替わり教育課程

編成の資料を取りまとめ記

録として残す。 

教育課程は時代に応じた

改革が常に必要である。学科

が目指す教育活動の目的・目

標に相応しい編纂を中・長期

的に取り組む。 

学生ガイド（シラバス

など） 

授業進度計画表 

授業進度日誌 

授業計画（シラバス） 
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小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

3-9-1続き □単位制の学科において、履修

科目の登録について適切な指

導を行っているか

□授業科目について、授業計画

（シラバス・コマシラバス）を

作成しているか

□教育課程は定期的に見直し

改定を行っているか

履修科目の登録に際して

は学期ごとにオリエンテー

ション・ホームルームを実施

し、学生に適切な指導を行っ

ている。 

授業科目の一部でインタ

ーネットを活用した履修登

録を試験的に実施した。 

シラバスは直接授業を担

当する講師が定期的に作成

し、学生へ開示している。 

教育課程は関連業界から

助言を得ながら教務教育部

長と学科主任を中心に毎年

見直しをしている。 

特になし 特になし シラバス一覧 

3-9-2 教育課程につ

いて、外部の意見を

反映しているか

□教育課程の編成及び改定に

おいて、在校生・卒業生の意見

聴取や評価を行っているか

□教育課程の編成及び改定に

おいて、関連する業界・機関等

の意見聴取や評価を行ってい

るか

□職業実践教育の効果につい

て、卒業生・就職先等の意見聴

取や評価を行っているか

３ 教育課程を見直す際は授

業評価アンケートなどを参

照するが、新型コロナウイル

スの影響もあり、実施を半期

延長した。 

学校関係者評価委員会並

びにカリキュラム検討会を

通じ、関連業界から意見や評

価を得ている。また日頃より

業界関係者に当たる講師か

らも直接聴き取っている。 

教育活動の効果について、

進路先に当たる関連業界企

業の関係者が直接学生を審

査して一定の評価を得てい

る。 

卒業生や進路先などの意

見や評価は、教職員が日頃の

業務で定期的に聴き取って

いるが、卒業生に関しては年

齢や立場も異なり意見を総

括して反映させるのは難し

い。 

卒業生の意見や情報は内

容を記録し、教職員間で共有

する。 

授業評価アンケート 

カリキュラム検討会議

事録
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小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

3-9-3 キャリア教育

を実施しているか

□キャリア教育の実施にあた

って、意義・指導方法等に関す

る方針を定めているか

□キャリア教育を行うための

教育内容・教育方法・教材等に

ついて工夫しているか

□キャリア教育の効果につい

て卒業生・就職先等の意見聴取

や評価を行っているか

３ 芸能・マスコミ分野を志望

する学生とそれ以外の分野

を志望する学生の両方に対

応したキャリア教育を提供

している。 

学科の進路先に応じたキ

ャリア教育を推進している。

2年次は進路セミナーやオー

ディションの他にも業界関

係者をゲストに迎え、インタ

ーネットを活用したオンデ

マンド方式の進路説明会や

業界講座などを実施してい

る。

エンターテインメント業

界からそれ以外の業界へ進

路変更した場合に備え、就職

指導や履歴書添削、模擬面接

なども行っている。 

留学生センターと連携を

図り、就職先企業の開拓に取

り組んでいる。留学生本人に

は在留管理制度を適切に理

解してもらえるよう定期的

に面談を実施したり、日本の

文化や働き方の特徴を伝え

たりするなど、進度指導・キ

ャリア教育に注力している。 

キャリア教育の効果につ

いてはキャリアサポートセ

ンターと連携し、就職先の企

業や現場で働く卒業生など

から意見を聞き取り、進路・

就職関連の企画に反映させ

ている。 

進路先が多角化する中で

学生の要望も様々に広がる。

従来の進路先に加えて、ゲー

ムやインターネット関連の

企業に関する情報収集が必

要である。

留学生が卒業時に芸能活

動をするための在留資格を

得るのは、契約内容の面から

非常に困難である。そのた

め、学科の学習内容とマッチ

した会社と雇用契約を結ん

だり、大学に編入したりする

必要があり、遠回りとも言え

る道を選択するケースが散

見される。 

キャリアサポートセンタ

ー・留学生センターや TOHO

会（同窓会組織）と連携し、

卒業生や企業との意見交換

は継続的に行う。またキャリ

ア教育の一環で、フリーラン

スとして社会で生き抜く力

をテーマにした特別講座を

計画している。

芸能活動のための在留資

格「興行」を取得できたケー

スもあるので、企業側に在留

管理制度の理解を求め、待遇

改善を図るなど留学生の進

路先開拓を強化する。 

関連部署や TOHO 会（同窓

会組織）と協力して卒業生と

の交流や企業の意見を聴取

できる場を増やしていく。 

学生ガイド（シラバス

など） 

TOHO会(同窓会組織) 

組織図 
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小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

3-9-4 授業評価を実

施しているか

□授業評価を実施する体制を

整備しているか

□学生に対するアンケート等

の実施など、授業評価を行って

いるか

□授業評価の実施において、関

連業界等との協力体制はある

か

□教員にフィードバックする

等、授業評価結果を授業改善に

活用しているか

２ 定期的な授業評価アンケ

ートと、その集計・結果に伴

う教職員による授業視察・授

業担当者に向けた改善要求

といった一連の流れを組ん

で、より良い授業の実施を目

指し体制を整えている。今年

度は新型コロナウイルスの

影響により実施を半期延期

した。 

 授業評価アンケートは職

員室で閲覧することができ

る。その結果は教職員間で共

有し授業改善の参考にして

いる。 

 授業評価アンケートの評

価項目について見直す必要

がある。 

 授業評価の実施において

関連業界との協力体制を築

くことが課題である。 

 今後はルーブリック評価

などを研究し、評価の基準や

視点を明確に設定し、受講者

が納得できる評価方法を策

定する。 

 成果発表の審査を担当し

ている業界関係者の意見を

授業評価として捉え改善に

向けて活用する。 

 授業評価アンケートは状

況を見て取り組む。 

授業評価アンケート 

離脱者アンケート 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学園の基本理念や教育方針などに基づいてカリキュラムを構築し、学科の育成目標に沿

った教育課程を編成している。カリキュラムや教育計画は関連業界と意見を交わし、必要

に応じて授業科目などに反映している。キャリア教育については関連部署と連携を図りな

がらオーディションや企業説明会を実施し進路支援に努めている。定期的に授業評価アン

ケートを実施し、より効果的な授業を学生に提供できるよう改善を図っていく。新たな成

績評価方法導入は、学生の理解度を具体的に計ることから、授業の質を高めることが出来

る。

新型コロナウイルスの影響により、以前とは授業実施形態を変更する科目が多く、従前

の授業評価アンケートを実施できない期間があった。 

留学生が卒業後に芸能活動を継続していくには、制度の面で大きなハードルがある。 



２１ 

3-10 （1/1） 

3-10 成績評価・単位認定等 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

3-10-1 成績評価・修

了認定基準を明確化

し、適切に運用して

いるか

□成績評価の基準について、学

則等に規定するなど明確にし、

かつ、学生等に明示しているか

□成績評価の基準を適切に運

用するため、会議等を開くなど

客観性・統一性の確保に取組ん

でいるか

□入学前の履修、他の教育機関

の履修の認定について、学則等

に規定し、適切に運用している

か

３ 成績評価、取得時間数認定

の基準は公平性、透明性を確

保するため、学則および学生

ガイドに記載している。 

進級・卒業の認定は判定会

議を行い客観性・統一性の確

保に努めている。 

新たな施策としてルーブ

リック評価などを研究し、よ

り具体的で理解しやすい評

価方法を模索している。 

ゼミナールなどの中心的

な科目については、評価を受

ける学生が授業担当者より

目的・内容・評価基準など、

授業の説明を受けてから選

択して履修するため公平性

を確保している。 

芸能分野の授業科目は単

純な数値で成績を計ること

が難しい。 

表現系授業の成績評価を

理解しやすく明確にするた

め、全ての授業において到達

目標を段階的に具体化し、目

標を明確に示す工夫が必要

だが、講師の主観によるとこ

ろもあり汎用性に乏しい。 

成績評価の公平性・透明性

の確保を高めることは継続

的な課題である。 

新たな評価方法を短期開

催の講座などに試用する。 

成績評価の適切な基準に

ついて多角的に見出す。それ

を段階別に明文化して、基準

項目を設け、より公平性が高

く透明性を確保した評価に

向けて改善する。 

学則 

学生ガイド（シラバス

など） 

3-10-2 作品及び技術

等の発表における成

果を把握しているか

□在校生のコンテスト参加に

おける受賞状況、研究業績等を

把握しているか

４ 学生のオーディション・舞

台・番組の出演実績などの情

報についてクラスアドバイ

ザーが日頃から把握に努め

ている。 

特になし。 特になし。 特になし 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学則および学生ガイドに成績評価基準、取得時間数認定基準を明確に定めている。また

オーディションや演劇公演などの成果発表の結果については特に学科担当者を主軸に各ク

ラスアドバイザーがきめ細かく把握している。

芸能分野の授業科目は単純な数値で成績を計ることが難しい。 



２２ 

3-11 （1/1） 

3-11 資格・免許取得の指導体制

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

3-11-1 目標とする

資格・免許は、教育

課程上で、明確に位

置づけているか

□取得目標としている資格・

免許の内容・取得の意義につ

いて明確にしているか

□資格・免許の取得に関連す

る授業科目、特別講座の開設

等について明確にしているか

３ エンターテインメント分

野において明確な目標とな

る資格は無いが、エンターテ

インメント業界以外への就

職を希望している学生向け

に教養入門分野の選択科目

として資格取得の授業(秘書

検定、情報処理検定など)を

一部配当している。

芸能・マスコミ分野に直結

した資格が少なく、教育課程

を編成する上で学生へ提供

できる科目数が少ない。 

芸事の幅を広げ、且つエン

ターテインメント業界以外

への就職希望者にも役立つ

新たな資格取得を目的とし

た授業科目を模索し、教養入

門分野の選択科目として配

当できるか検討する。

学生ガイド（シラバス

など） 

3-11-2 資格・免許取

得の指導体制はある

か

□資格・免許の取得について、

指導体制を整備しているか

□不合格者及び卒後の指導体

制を整備しているか

４ 資格取得を目的とした授

業科目に関しては体制を整

え適切な指導を行っている。 

検定担当講師は試験直前

に合格に向けた特別指導も

行っている。 

検定担当者を定め指導者

と共同で不合格者の対応に

あたっている。 

特になし。 特になし。 学生ガイド（シラバス

など） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 現在の資格取得講座は、主にエンターテインメント業界以外への就職を目指す学生に対

して提供しており、就職担当者がその指導体制を担っている。 

エンターテインメント分野に即応した資格・免許が少ない。 



２３ 

3-12 （1/2） 

3-12 教員・教員組織 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

3-12-1 資格・要件を

備えた教員を確保し

ているか

□授業科目を担当するため、教

員に求める能力・資質等を明確

にしているか

□授業科目を担当するため、教

員に求める必要な資格等を明

示し、確認しているか

□教員の知識・技術・技能レベ

ルは、関連業界等のレベルに適

合しているか

□教員採用等人材確保におい

て、関連業界等と連携している

か

□教員の採用計画・配置計画を

定めているか

□専任・兼任（非常勤）、年齢

構成、男女比など教員構成を明

示しているか

□教員の募集、採用手続、昇格

措置等について規程等で明確

に定めているか

□教員一人当たりの授業時数、

学生数等を把握しているか

３ 教員及び講師には教員免

許や専修学校教員認定を推

奨し、業界での実績を基盤に

専門分野の知識・技能、指導

力等について審査、関連業界

等の協力・連携によって人選

し採用を決めている。 

期間を決め若手講師の登

用を図るなどして常に適切

な人材配置に努めている。 

教員の採用計画・人員の配

置計画に関しては、事業計画

および採用計画に基づいて

計画的に行っている。 

教員は専任・兼任(非常

勤)、年齢構成などを含め、

行政区に毎年報告している。 

講師・教員とも授業時数・

履修者数については成績管

理システムなどへのコンピ

ュータ登録によって把握し

ている。 

講師の高齢化に伴う世代

交代は優先的な課題であり、

専門分野に長けて更に指導

力を持ち合わせる実演家を

探すのは難易度が高い。 

関連するエンターテイン

メント業界と引き続き連携

を図り今後も業界の第一人

者であり且つ教育活動に理

解を示す人材の確保・維持・

構築に取り組む。

事業計画書 

教職員募集要項 

採用計画資料 

成績管理システム 



２４ 

3-12 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

3-12-2 教員の資質向

上への取組みを行っ

ているか

□教員の専門性、教授力を把

握・評価しているか

□教員の資質向上のための研修

計画を定め、適切に運用してい

るか

□関連業界等との連携による教

員の研修・研究に取組んでいる

か

□教員の研究活動・自己啓発へ

の支援など教員のキャリア開発

を支援しているか

３ 学科を担当する教員が、定

期的に授業を見学・視察し、

講師の指導力などを判断し

ている。 

教職員は年間目標計画な

どで業務に関連する研修を

定め、励んでいる。また関連

業界が主催するセミナー・勉

強会にも参加している。 

教員には学園の人事育成

部を通じて研修を呼びかけ

るなどキャリア開発の支援

体制は整っている。 

芸能・マスコミ等の関連業

界団体・学会が主催する研

修・研究の機会が少ない。 

教員の資質や専門分野に

関する知識を向上させるた

めにも、関連業界から得た情

報は議事録や報告書に記載

し、教職員・講師間で共有す

る。 

講師に対する研修方法と

してオンデマンド形式を導

入できないか検討する。 

 学生の教育活動を補う音

響・照明・舞台制作などの基

本的な技能習得を業務内で

研修できる計画を立てる。 

年間目標計画 

授業評価アンケー

ト 

研修参加報告書 

3-12-3 教員の組織体

制を整備しているか

□分野毎に必要な教員体制を整

備しているか

□教員組織における業務分担・

責任体制は、規程等で明確に定

めているか

□学科毎に授業科目担当教員間

で連携・協力体制を構築してい

るか

□授業内容・教育方法の改善に

関する組織的な取組があるか

□専任・兼任（非常勤）教員間

の連携・協力体制を構築してい

るか

３ 学校に所属する教職員は

教務教育部と学務管理部に

分けられ、業務分担と責任体

制が明確に定められている。 

教務教育部に所属する学

科担当教員同士は授業内外

で連携し、組織的に授業内

容・教育方法の改善に取り組

んでいる。 

またゼミナール担当講師

とクラスアドバイザーは協

働してクラス運営に当たっ

ている。 

バーチャルやライブ配信

など新しい分野に関する人

材育成を企画する担当を編

成している。 

学科の専門分野に精通し

た教職員を全ての学科に配

置できていない。 

教職員は専門分野の知識

不足を補うため、実演家であ

る講師の協力を得ながら指

導に当たる体制を維持して

いく。また、教職員の相互研

修などを通じて学科間でも

知識・技術を共有していく。 

事業計画書 

要員配置表 



２５ 

項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

教員は採用計画・人員配置計画に則り採用している。講師は主に芸能・マスコミ分野で

の実績をもとに人選・採用を行っている。教員にはその担当業務に関連する研修などへの

参加を奨励している。 

授業評価アンケートや授業見学などの結果を授業担当者へフィードバックすることで恒

常的な授業改善に取り組んでいる。 

専任教員・兼任（非常勤）の講師以外にも学科の授業計画に必要な人材、業界関係のキ

ーパーソンとなる人物は、特別講座とし各業界よりその都度招聘している。 



２６ 

基準４ 学修成果 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

【進路指導】 

進路決定率の向上と、質の向上を更に推し進めるため、

授業内容と指導体制の改善に努めている。 

関連業界との連携を密にし、業界の動向把握や情報の収

集に努め、学園内の進路担当部署であるキャリアサポート

センターと連携し、就職セミナーや学内説明会、模擬オー

ディションなどを積極的に実施している。

プロダクション・劇団・養成所などへの所属を目指す学

生と、一般企業への就職活動に取組む学生をそれぞれの志

向性に合わせて、クラスアドバイザーや進路指導担当者が

支援している。 

進路の質、留学生の進路支援で改善の余地がある。 

【資格取得】 

目指す分野の学修成果として設定すべき具体的な資格・

免許がないのが現状である。それを補うため、業界から招

聘した講師が学生へ丁寧な指導を行い、学生個々の具体的

な目標、達成すべきスキルが明確になるよう努めている。

一部、ビジネス系の資格取得が可能な講座を開講し、企業

への就職を希望する学生の支援をしている。 

【出演者情報の取得】 

本校では学生が番組やイベント、舞台公演へ出演するこ

とを重要な学修成果の指標と捉えている。学生については

クラスアドバイザー、進路指導担当者、キャリアサポート

センターが、また卒業生についてもキャリアサポートセン

ター、TOHO 会（同窓会組織）が、上記の出演機会獲得と情

報把握に努めている。

学生の就職及びデビュー活動の進捗状況は、クラスアド

バイザー、進路指導担当者が面談などにより細かく把握し

ている。就職率や就職活動状況などのデータはパーソナル

データシステムで管理している。 

【進路指導】 

進路決定率の更なる向上を図るとともに、進路の質（在

学デビュー、事務所所属、事務所預かり、劇団入所、養成

所入所などの形態）向上に努める。また、企業に就職する

学生を的確にキャッチし、早い時期に支援を開始していく。

留学生の進路に関しては、社員として積極的に受け入れて

くれる会社を、留学生センターやキャリアサポートセンタ

ーと連携して新規開拓していく。 

また一般企業への就職活動に関してもオンライン面接も

増えているため、就職対策授業内でも指導を強化していく。 

【出演者情報の取得】 

卒業後の動向については、キャリアサポートセンターを

中心に在職調査を実施し、情報収集に努めている。個人情

報保護の観点から情報収集が難しくなる傾向にあるが、各

卒業生や進路先のプロダクション・芸能事務所との関係を

一層密にして情報収集に努めたい。また、近年隆盛の SNS

の有効な活用を推進していく。 

【進路の特色】 

学生が芸能分野の事務所・プロダクションに進む場合、

一般企業の採用に当たる「所属」と、その前段階として事

務所・プロダクションによるレッスンを受けながら所属を

目指す「預かり」がある。またさらにその準備段階として

事務所・プロダクションが主催する養成所・研究所などに

通う「養成所生・研究生」という立場が進路として存在す

る。 

 学修成果を活かし、就職を目指す学生の中には、一般企

業だけではなく、テレビやラジオ、舞台など関連業界の仕

事を目指す学生もいる。 

 新卒の留学生に関して、芸能活動では在留資格取得が困

難であるため、特別な支援や留学生を積極採用する業界関

連企業の開拓が必要である。※2018 年 3 月卒業の留学生が

芸能活動の在留資格「興行」を取得した。 

 今年度は新型コロナウイルスの影響を受け、進路決定率

は伸び悩んでいる。 



２７ 

4-13 （1/1） 

4-13 就職率 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

4-13-1 就職率の向

上が図られているか

□就職率に関する目標設定は

あるか

□学生の就職活動を把握して

いるか

□専門分野と関連する業界等

への就職状況を把握している

か

□関連する企業等と共催で

「就職セミナー」を行う等、

就職に関し関連業界等と連携

しているか

□就職率等のデータについて

適切に管理しているか

３ 重点目標の一つである進路

決定率向上のため、数値目標を

設定し、継続的に教育内容・指

導体制の改善を図っている。 

またGoogleClassroomを利用

し、学生に就職対策を配信する

とともに、学生の状況を把握し

ている。 

芸能・マスコミ関連業界との

連携を密にし、その動向を把握

している。常に業界を意識し、

カリキュラムなどのリニュー

アルを実施することで、業界で

求められる人材を輩出できる

よう努めている。

また、キャリアサポートセン

ター・留学生センターや関連企

業と協働し、就職セミナーや学

内企業説明会、模擬オーディシ

ョンなどを積極的に実施して

いる。加えて今年度も、学科ご

とに特別講座などを開催し、就

職率や質の向上を図っている。

学生に対しての情報提供量は、

毎年確実に増えている。 

学生の就職及びデビュー活

動の進捗状況は、クラスアドバ

イザー、進路指導担当者が面談

などにより細かく把握してい

る。就職率や就職活動状況など

のデータはパーソナルデータ

システムで管理している。 

就職率及びデビュー率に

関して、数値のみではなく、

質（在学中のデビューを頂

点とし、芸能事務所所属、

芸能事務所預かり、劇団入

団、養成所入所など出来る

限り良い条件）を向上させ

る余地がある。 

 また、芸能事務所への所

属や預かりを目指す学生以

外の、いわゆる一般的な就

職希望者を的確に把握し、

希望に沿った進路に進める

ようサポートすることも必

要である。 

 留学生の進路支援にも課

題が残る。最終学歴が大卒

以上ではない留学生が日本

で働こうとするとき、学科

の教育内容にマッチした企

業でないと在留資格が認め

られないため、留学生を積

極的に採用する業界関連企

業の開拓が必要である。 

芸能事務所、劇団などと

の連携を更に深め、そのニ

ーズを把握することによっ

て、より多くの学生が、希

望する芸能事務所などに進

めるように改善していく。 

また、キャリアサポート

センターとの情報共有を密

にし、学生に多くのデビュ

ー、オーディション情報の

提供を行っていく。

クラスアドバイザーとの

連携を密にし、一般的な就

職希望者を把握し、個別相

談や学内企業説明会、就職

セミナーなどを通じて早い

時期から支援をしていく。

留学生センターやキャリ

アサポートセンターと協力

し留学生を積極的に受け入

れてくれる企業を開拓す

る。

パーソナルデータシステム

（出席状況・成績・進路他、

学生の情報を登録した東放

学園独自のコンピュータの

システム） 

キャリアサポートセンター

情報

「STAR」（デビュー情報検索

システム）

「JIST」（就職情報検索シス

テム）

学生ガイド（シラバスなど） 



２８ 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

就職率及びデビュー率の向上を図るために、常に業界を意識してカリキュラムをリニュ

ーアルしている。また、キャリアサポートセンター・留学生センター、芸能・マスコミ業

界関係者などと連携して各種の進路対策イベントを実施している。 

クラスアドバイザー、進路指導担当者が学生面談を実施し、学生各々に合った情報を提

供し、就職活動・デビュー活動に役立てている。また GoogleClassroom を取り入れ、就職

に必要な情報提供を行っている。 

各学科で特別講座を実施し、業界関係者からの話を直接聞くことができる環境を整えて

いる。 

進路先である芸能事務所所属については、「預かり」というシステムが存在し、明確な契

約に至らない場合がある。芸能事務所の中には、付属の養成所が存在し、そこを経由しな

ければ、所属に至らない場合がある。 

 新卒の留学生に関して、芸能活動では在留資格が基本的に認められないため、特別な支

援や留学生を積極採用する業界関連企業の開拓が必要である。※2018年 3月卒業の留学生

が芸能活動の在留資格「興行」を取得した。 

今年度は新型コロナウイルスの影響を受け、進路決定率は伸び悩んでいる。 



２９ 

4-14 （1/1） 

4-14 資格・免許の取得率 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

4-14-1 資格・免許の

取得率の向上が図ら

れているか

□資格・免許取得率に関する

目標設定はあるか

□特別講座、セミナーの開講

等授業を補完する学習支援の

取組はあるか

□合格実績、合格率、全国水

準との比較等行っているか

□指導方法と合格実績との関

連性を確認し、指導方法の改

善を行っているか

該当

せず 

芸能・マスコミ分野への

デビューに直接役立つ資格

などが特にないため、目標

は設定していない。従って、

専門分野においては、資格

取得に関する特別講座やセ

ミナーなどは開講していな

い。

選択科目として、主に一

般企業への就職希望者を対

象とした秘書検定、情報処

理検定などの資格取得講座

を設けている。 

また姉妹校で実施してい

る資格取得講座の受験も可

能となっている。  

特になし。 特になし。 学生ガイド（シラバスなど） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

芸能業界の特性上、目標とする資格は特にないが、進路変更などによる一般企業への就

職に活かせるよう、選択科目として資格取得講座を設けている。また姉妹校で実施してい

る資格取得講座の受験も可能となっている。 

秘書検定、情報処理検定については、本校が協会の準会場校となっており、本校学生は

学校にて検定試験を受験することが出来る。  
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4-15 （1/1） 

4-15 卒業生の社会的評価 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

4-15-1 卒業生の社会

的評価を把握してい

るか

□卒業生の就職先の企業・施

設・機関等を訪問する等して

卒業後の実態を調査等で把握

しているか

□卒業生のコンテスト参加に

おける受賞状況、研究業績等

を把握しているか

３ キャリアサポートセンタ

ー、教職員、TOHO会（同窓

会組織）を中心に、卒業生

が所属する芸能事務所や劇

団、企業などを訪問し実態

調査を行っている。また、

卒業生在職調査を実施し情

報収集を行っている。 

卒業生の様々な創作作品

への参加や出演、ダンスな

どのコンテストでの受賞情

報などは、本人、芸能事務

所、講師、卒業生を通じて

把握し、告知できるものは

カレッジダイアリーや公式

SNS などを通じて公開して

いる。 

卒業生の情報収集につい

ては、芸能・マスコミ業界

の特性上、個人の許可のほ

か、事務所・劇団の許可が

必要となる。個人情報保護

法により、企業からの情報

収集が難しくなっている。 

卒業生本人、事務所など

との繋がりを深め、許可及

び情報提供に関して協力関

係を強化する。また、

Twitter 、 Instagram 、

Facebook などに代表され

るSNS関連のIT技術も有効

活用し、卒業生の動向把握

に努める。 

教職員や講師が持ってい

る卒業生情報を共有し、有

効活用する。  

TOHO会データ 

TOHO会ホームページ 

Colorful（TOHO会会報誌） 

卒業生在職調査（劇団、プ

ロダクション企業などを

対象に年に一度実施）

TOHO GAKUEN SCHOOL GUIDE

(学内案内書)

東放学園ホームページ

パーソナルデータシステ

ム

カレッジダイアリー(公式

ブログ)

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

卒業生情報の収集は、キャリアサポートセンター、進路指導担当者をはじめとする教職

員、TOHO会（同窓会組織）が中心となって行い、卒業生の社会的評価の把握に努めている。 

多数の卒業生がテレビ・ラジオをはじめ、映画、舞台、イベントなどに携っている。 
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基準５ 学生支援 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

【進路指導】 

進路指導担当者はキャリアサポートセンターをはじめ各所

と連携を取り、また適宜研修を受け、進路相談・指導の質向上

を図っている。Uターン就職希望者への支援など課題もある。 

【退学率低減対策】 

クラスアドバイザーが中心となって出席不良の学生対応に

あたり、中途退学率の低減に学校全体で取り組んでいる。また、

必要に応じてカウンセラーの紹介を行っている。経済的理由に

より修学が困難になる学生もおり、対策・対応が難しい。面談

内容はコンピュータに記録している。 

【学生相談】 

学生相談にはクラスアドバイザーや各種担当者、専任カウン

セラーが連携して対応しており、その相談内容は適切に保管し

ている。対面のカウンセリングだけでなく、保護者も利用でき

る 24 時間電話相談窓口を外部に委託して開設・利用している。 

カウンセリングに対する理解度を高めること、留学生進路先

開拓などを進めていくこと、相談室拡充などが課題である。 

【学生生活】 

経済的支援として、学園独自の奨学金制度の他、公的奨学金

の給付・貸与手続き、学費の相談などに対応している。 

2020 年度より対象校として認定を受けた高等教育修学支援

新制度が始まり､経済的事情により退学する学生は減少してい

るが､制度が複雑化し担当の業務を圧迫している。 

毎年 4月に健康診断を実施し、学生にフィードバックを行っ

ている。校舎には保健室を設置し、担当職員と校医など専門職

との連携も密にしている。 

提携企業の学生寮を用意している。 

スポーツ系のほか演劇､ラジオ､音楽､ダンスなどのサークル

があるがコロナの影響で活動が出来ていない。 

【保護者との連携及び情報公開】 

電話、メール、手紙、公式ブログ、SNS、成績表の送付など

を通じ、保護者との連携、情報提供を適切に行っている。 

【卒業生・社会人】 

 卒業生支援室を設け、進路相談などに対応するための体制を

整備している。支援体制を周知することが課題である。 

【進路指導】 

デビュー希望から就職希望に切り替えた学生や U ターン

就職希望者が自ら相談できるよう、担当や窓口を分かりや

すくしたり、定期的に学内企業説明会を実施するなどして、

就職希望者への支援を厚くする。 

【退学率低減対策】 

 精神的な理由で長期欠席する学生については、個々に繊

細な対応が必要となるため、クラスアドバイザーやカウン

セラーなどと協力して対策を講じていく。情報共有は、定

期的に実施している報告会や教職員会議にて行う。

【学生相談】

カウンセリングを受けた経験の無い学生が多いので、ホ

ームルームなどを通じて浸透を図る。また、対面の相談だ

けでなく電話相談窓口の存在やメール相談も可能なことを

案内するなどして対応する。留学生の進路に関しては、引

き続き積極採用してくれる企業の開拓に努める。またオン

ラインでもカウンセリングが受けられるような環境を整え

る。

【学生生活】

家庭の事情により公的奨学金を借りることの出来ない学

生や国の教育ローンなどを借りることが出来ない場合があ

る。この件に関しては、対策を検討中である。 

 学生の健康管理に関しては、クラスアドバイザー、保健

担当者などが、初期対応を行っているが、相談の内容によ

っては専任カウンセラーや医療機関を紹介する。対応が難

しいケースがあるのでセミナーなどで最新情報を収集す

る。 

【卒業生・社会人】 

 卒業生向けの自己 PRセミナーなどを周知するため、TOHO

会（同窓会組織）ホームページや Colorful（TOHO会会報誌）

などを利用して、より積極的に情報発信をしていく。 

【進路対策】 

キャリアサポートセンター主催の学内オーディション（星

誕オーディション）の実施。（参加企業 70社以上）

劇団・プロダクション付属養成所説明会(進路の日)の実施

学内模擬オーディションの実施

芸能プロダクションとの連携による勉強会の実施

進路就職セミナーなどの実施

学内企業説明会の実施

就活キックオフセミナーの実施

外部からの依頼による、映画、テレビ、舞台などのオーデ

ィションの実施

【カウンセリング体制】 

今年度は新型コロナウイルスの影響で学生相談がしづら

くなっている。また常時マスクを付けているため、学生把

握に苦労する面があった。カウンセリングも減少している。 

【留学生の進路】 

留学生が卒業後に日本国内で芸能活動をすることは在留

資格の関係で非常に難しい。※2018 年 3 月卒業の留学生が

芸能活動の在留資格「興行」を取得した。 

【配信用映像制作スタジオ開設】 

動画配信など新しい形の表現に取り組めるよう、専用ス

タジオを用意した。 
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5-16 （1/1） 

5-16 就職等進路 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

5-16-1 就職等進路

に関する支援組織体

制を整備しているか

□就職等進路支援のための組

織体制を整備しているか

□担任教員と就職部門の連携

等学内における連携体制を整

備しているか

□学生の就職活動の状況を学

内で共有しているか

□関連する業界等と就職に関

する連携体制を構築している

か

□就職説明会等を開催してい

るか

□履歴書の書き方、面接の受

け方等具体的な就職指導に関

するセミナー・講座を開講し

ているか

□就職に関する個別の相談に

適切に応じているか

３ 進路指導担当者、クラスアド

バイザー、キャリアサポートセ

ンター、留学生センター、講師

が支援内容に合わせ、連携を取

りサポートしている。進路指導

担当者は研修によりスキルア

ップを図っている。 

就職活動の状況は、パーソナ

ルデータシステムを利用し教

職員全体で情報共有を行って

いる。

関連団体や企業とは、常に連

携を取り、模擬オーディション

やセミナーなども実施してい

る。 

就職活動の基本は、就職関連

の選択科目などで学ぶことが

できる。個別相談は、相談室を

利用し、いつでも受けることが

出来る。また、内容に応じて、

専門の担当者を紹介する場合

もある。 

またGoogleClassroomを

取り入れ、就職に必要な情

報提供を行っている。  

本校はデビューを目指す

学生が殆どのため、途中で

進路希望を企業就職に切り

替えた学生を早期に把握

し、個別支援をしていく必

要がある。 

進路支援は、学校全体で

取組みを行っているが、U

ターン就職を希望する場

合、就職情報不足により就

職支援が難しい。

デビュー希望から就職希

望に切り替えた学生が自ら

相談できるよう、担当や窓

口を分かりやすくしたり、

定期的に学内企業説明会を

実施するなどして、就職希

望者への支援を厚くする。 

U ターン就職などは、キ

ャリアサポートセンターや

TOHO会（同窓会組織）を通

じて情報収集を行い、支援

を強化していく。また、各

地のハローワークなどとも

協力体制を作っていく。 

ハローワークの協力の

下、地方での就職を決めら

れた事例もあるので、継続

して連携強化を図ってい

く。 

学生ガイド（シラバスなど） 

自分で動く就職(就職活動

用テキスト) 

パーソナルデータシステム 

キャリアサポートセンター

情報

「STAR」（デビュー情報検索

システム）

「JIST」（就職情報検索シス

テム） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

進路指導担当者、クラスアドバイザー、キャリアサポートセンター、留学生センター、

講師の連携により、学校全体で学生の進路支援に取り組んでいる。学生がいつでも個別に

進路相談を受けられる体制を整えている。進路指導担当者は研修を受け、指導・相談の質

向上を図っている。 

＜進路対策＞ 

学内オーディション（星誕オーディション）の実施（参加企業 60 社以上） 

劇団・プロダクション付属養成所説明会（進路の日）の実施 

学内模擬オーディションの実施 

進路就職セミナー／学内企業説明会／就活キックオフセミナーなどの実施 



３３ 

5-17 （1/1） 

5-17 中途退学への対応 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

5-17-1 退学率の低

減が図られているか
□中途退学の要因、傾向、各

学年における退学者数等を把

握しているか

□指導経過記録を適切に保存

しているか

□中途退学の低減に向けた学

内における連携体制はあるか

□退学に結びつきやすい、心

理面、学習面での特別指導体

制はあるか

３ 中途退学の情報は、パー

ソナルデータシステム上に

記録され、内容、指導経過

なども把握している。

重点目標の一つである中

途退学者の低減対策に学校

全体で取り組んでいる。日

常的には、クラスアドバイ

ザーが出欠状況などを細か

く把握し、出席不良者に対

し、面談や指導を行ってい

る。また必要に応じてカウ

ンセラーの紹介を行ってい

る。学生だけではなく保護

者も利用できる 24 時間電

話相談窓口を外部に委託し

て開設し、利用してもらっ

ている。

学科ごとの定期連絡会な

どでも出席状況のチェック

を行っている。 

入学以前からの持病など

については、入学後に申し

出ることが多く、事前対策

は難しいが、例年、新入生

オリエンテーション時など

可能な限り早い時期に情報

を収集し、教職員・講師の

間で情報を共有するなどし

て対応している。

メンタルヘルスに関する

相談が増えている。精神的

な理由で退学する学生のほ

とんどが、入学前より持病

を抱えており、その対応が

課題となっている。 

2020年度より修学支援新

制度の対象校になったこと

もあり、学費支弁困難での

退学は減少した。しかし、

その分奨学金や学費の事務

が激増し、担当の業務を圧

迫してしまっている。 

 精神的な理由で長期欠席

する学生については、個々

に繊細な対応が必要となる

ため、クラスアドバイザー

やカウンセラーなどと協力

して対策を講じていく。情

報共有は、定期的に実施し

ている報告会や教職員会議

にて行う。 

今後も、柔軟な対応が出

来る様に努めていく。 

引き続き修学支援新制度

の事務手続きについて効率

的で漏れの無いような手法

を取るとともに制度の周知

に努め、引き続き中途退学

者の低減を図る。 

学生ガイド（シラバスなど） 

パーソナルデータシステム 

文部科学省/日本学生支援

機構サイト(修学支援新制

度) 
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中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

クラスアドバイザーが中心となり、出席不良の学生対応にあたっているほか、出席状況

連絡会を開催し、退学率の低減に学校全体で取り組んでいる。 

近年は精神的理由での中途退学が増えており、それらに関する相談が多い。クラスアド

バイザーを中心に、出来る限り相談に乗り、中途退学率の低減に努めている。 

学生だけでなく、保護者も利用できる 24 時間電話相談窓口を外部に委託して開設、利用

してもらっている。 

30年以上前からカウンセラーを配置して、心のケアについて対応をしてきた。今後もそ

の実績を基に幅広い対応が出来る様、改善していく。現在は、複数のカウンセラーで対応

している。 

2020 年度より対象校として認定を受けた高等教育修学支援新制度は引き続き認可を受

け説明会・手続きを行っている。 
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5-18 （1/2） 

5-18 学生相談 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

5-18-1 学生相談に

関する体制を整備し

ているか

□専任カウンセラーの配置等

相談に関する組織体制を整備

しているか

□相談室の設置等相談に関す

る環境整備を行っているか

□学生に対して、相談室の利

用に関する案内を行っている

か

□相談記録を適切に保存して

いるか

□関連医療機関等との連携は

あるか

□卒業生からの相談につい

て、適切に対応しているか

４ クラスアドバイザー、専

任カウンセラーを配置し、

相談室も設置している。カ

ウンセラーに関する案内

は、学生ガイドへの掲載や

ポスター掲出等で周知して

いる。

また、複数の教職員が研

修を受け、相談対応の質向

上を図っている。相談内容

はパーソナルデータシステ

ムなどに記録している。 

対面の相談以外にも24時

間の電話相談窓口を外部に

委託して開設している。 

医療機関については、委

嘱している校医やカウンセ

ラーを通じて学生に紹介も

している。

卒業生に対しては随時進

路相談や近況報告などに応

じている。 

コロナにより相談者は減

ってきている。 

またカウンセリングに対

して抵抗がある学生や保護

者もいる。 

カウンセラーに対する理

解不足が大きな要因と考え

られる。 

学期の始め・学期末など、

学生相談の立て込む時期が

あるので、相談室拡充が今

後の課題である。 

カウンセリングを受けた

経験のない学生が多いの

で、気軽に相談できるイメ

ージを持たせるために、引

き続きホームルームなどを

通じて利用を促進する活動

をしていく。 

 さらに、対面の相談だけ

でなく電話相談窓口の存在

やメール相談も可能なこと

を案内するなどして対応す

る。 

相談室の拡充に関して、

限られたスペース・予算を

最大限有効活用すべく、的

確な現状把握と改善に努め

る。 

学生ガイド（シラバスなど） 

パーソナルデータシステム 

「こころとからだの相談ダ

イヤル 24」案内カード 



３６ 

5-18 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

5-18-2 留学生に対

する相談体制を整備

しているか

□留学生の相談等に対応する

担当の教職員を配置している

か

□留学生に対して在籍管理等

生活指導を適切に行っている

か

□留学生に対し、就職・進学

等卒業後の進路に関する指

導・支援を適切に行っている

か

□留学生に関する指導記録を

適切に保存しているか

４ 留学生担当者を配置して

いる。留学生担当者、クラ

スアドバイザー、留学生セ

ンターなどが連携を取り、

出席管理から、学外での生

活指導まできめ細かく行っ

ている。また、個人面談を

実施し留学生進路説明会を

実施するなど定期的に集ま

る機会を持っている。

進路指導も入学時より継

続して行っており、出入国

在留管理庁への報告も含め

適切に対処している。記録

もパーソナルデータシステ

ム及び書面で保存してい

る。

留学生に対する生活指導

や進路指導などの体制は整

えられているが、留学生が

卒業後に日本国内で芸能活

動をすることは在留資格の

関係で非常に難しい。 

また企業に就職をする場

合にも、教育内容と業務の

マッチングに関する出入国

在留管理庁の審査が厳し

く、本校の留学生は進路先

に課題を抱えている。

留学生センター・留学生

担当者・就職担当者・クラ

スアドバイザーが互いに連

携を取り、就労ビザ取得の

実績がある企業・業種を中

心に留学生の積極採用を呼

び掛けていく。また、留学

生採用のメリットを効果的

に伝え、進路先の新規獲得

に努める。

学生ガイド（シラバスなど） 

パーソナルデータシステム 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

クラスアドバイザー、専任カウンセラーを配置し、学生からの相談に対応するための体

制を整えている。2 名の専任カウンセラーのほか、複数の教職員もカウンセリングの研修

などを受講し、学生相談の質向上を目指している。 

ただし近年はメンタルヘルスに関する相談が多く、サポートの限界を超える場合も多い。

必要に応じて医療機関を受診することを勧めている。 

 留学生に対しては、出入国在留管理庁指導の下、本校でも生活指導や相談対応、進路支

援をきめ細かく行っている。 

留学生対応については、丁寧な指導により、出入国在留管理庁より適正校（在籍管理が

適正に行われていると認められる教育機関）の指定を毎年度受けている。 

留学生が卒業後に日本国内で芸能活動をすることは在留資格の関係で非常に難しい。

2018年 3月卒業の留学生が芸能活動の在留資格「興行」を取得した。 

今年度は新型コロナウイルスの影響で学生相談がしづらくなっている。また常時マスク

を付けているため、学生把握に苦労する面があった。カウンセリング利用数も減少してい

る。 



３７ 

5-19 （1/2） 

5-19 学生生活 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

5-19-1 学生の経済

的側面に対する支援

体制を整備している

か

□学校独自の奨学金制度を整

備しているか

□大規模災害発生時及び家計

急変時等に対応する支援制度

を整備しているか

□学費の減免、分割納付制度

を整備しているか

□公的支援制度も含めた経済

的支援制度に関する相談に適

切に対応しているか

□全ての経済的支援制度の利

用について学生・保護者に十

分情報提供しているか

□全ての経済的支援制度の利

用について実績を把握してい

るか

４ 奨学金、学費担当者を配

置し相談窓口を設置してい

る。奨学金手続きや学費納

入（分納など）に関する相

談に対応している。 

本学園や TOHO会（同窓会

組織）による独自の奨学金

制度を設けている。また、

日本学生支援機構奨学金な

どの公的奨学金を多くの学

生が利用している。 

奨学金制度については募

集要項・ホームルーム・学

費請求時の郵送文・掲示な

どで周知している。 

大規模災害時などは、そ

の規模に応じて経済支援な

どを検討実施している。 

奨学金や学費の分納制度

などを利用しても納入が厳

しい学生が存在する。 

また、家庭の経済状況に

より、ローンなどを受けら

れない学生がいる。 

 2020年 4月から高等教育

の修学支援新制度がスター

トし学生の経済的支援は拡

充しているものの、奨学金

や学費の事務作業が激増

し、担当者の業務を圧迫し

ている。

個々の学生により状況が

異なるため、事務担当者、

奨学金担当者、クラスアド

バイザーが協議し、学生に

適した指導及び情報提供を

行っていく。 

また、社会状況の変化に

影響を受ける場合もあるの

で、継続的に情報収集を行

い学生サービスの向上を図

る。 

高等教育修学支援新制度

の業務に習熟するとともに

担当者の増員・業務の効率

化を図る必要がある。 

学生ガイド（シラバスなど） 

奨学金パンフレットなど 

募集要項 

TOHO会ホームページ 

5-19-2 学生の健康

管理を行う体制を整

備しているか

□学校保健計画を定めている

か

□学校医を選任しているか

□保健室を整備し専門職員を

配置しているか

□定期健康診断を実施して記

録を保存しているか

□有所見者の再健診について

適切に対応しているか

４ 学校保健計画は細かく定

めていないが、インフルエ

ンザなど学校感染症への対

応は定め、明文化している。 

学校医を選任している。

保健室を整備し、担当職員

や上級救命技能認定者、防

災士の取得者も配置してい

る。 

毎年 4 月に学生全員に健

康診断を実施し、記録を保

存している。再検査につい

ても医療機関と連携を取り

対応している。 

保健室の設置や保健指導

を行っているが、最近は、

メンタル面の相談が多く、

相談内容が難しい場合もあ

り、教職員では対応出来な

いことがある。

クラスアドバイザー、保

健担当者などが、初期対応

を行っているが、相談の内

容により専任カウンセラー

や医療機関を紹介して対応

していく。 

年々対応が難しくなって

いるので、セミナー等に参

加し、最新情報を収集する。 

学生ガイド（シラバスなど）  



３８ 

5-19 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

5-19-2 続き □健康に関する啓発及び教育

を行っているか

□心身の健康相談に対応する

専門職員を配置しているか

□近隣の医療機関との連携は

あるか

健康に関する指導は、授

業やホームルームで実施し

ている。メンタル面の相談

には専任のカウンセラーを

配置し、対応している。ま

た、近隣の病院と連携し、

校医を委嘱している。 

対面だけでなく、保護者

も利用できる 24 時間電話

相談窓口を外部に委託し開

設・利用してもらっている。 

学生が入学前から抱えて

いる既往症などには対応が

難しいものもある。 

入学後、面談などでヒア

リングを行い、緊急時の対

応マニュアルを全教職員が

共有するよう体制を整えて

いるが、事例が多様で対応

が難しいこともある。最善

の策を講ずるべく情報収集

などを継続する。

学生ガイド（シラバスなど） 

「こころとからだの相談ダ

イヤル 24」案内カード 

5-19-3 学生寮の設

置等生活環境支援体

制を整備しているか

□遠隔地から就学する学生の

ための寮を整備しているか

□学生寮の管理体制、委託業

務、生活指導体制等は明確に

なっているか

□学生寮の数、利用人員、充

足状況は、明確になっている

か

３ 提携企業の寮が用意され

ている。 

学生寮には、寮を管理する

委託業者のスタッフが常駐

し指導も行っている。 

学生寮の数や利用してい

る学生の情報は把握してい

る。 

理想としては、学校によ

り近く、より安い寮が望ま

しいが、その確保が難しい。 

 提携企業に引き続き希望

を伝えて、確保していきた

い。 

募集要項 

TOHO GAKUEN SCHOOL GUIDE 

(学校案内書) 

東放学園進学サポート 

5-19-4 課外活動に

対する支援体制を整

備しているか

□クラブ活動等の団体の活動

状況を把握しているか

□大会への引率、補助金の交

付等具体的な支援を行ってい

るか

□大会成績等実績を把握して

いるか

４ スポーツ、演劇、ラジオ、

音楽、ダンスなどのサーク

ルがあるが、コロナの影響

で活動が出来ていない。

大会に積極的に参加する

場合、補助金なども設けて

いる。大会などの実績も把

握している。 

動画配信など新しい形の

表現に取り組めるよう、専

用スタジオを用意した。動

画制作や配信をするサーク

ルも立ち上がり、活動して

いる。

特になし。 特になし。 学生ガイド（シラバスなど） 



３９ 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学生への経済的支援として、学園独自の奨学金の他、公的奨学金の給付・貸与手続き、

学費に関する相談に応じている。 

2020年 4月から高等教育の修学支援新制度がスタートし学生の経済的支援は拡充してい

るものの、奨学金や学費の事務作業が激増し、担当者の業務を圧迫しているので、増員や

効率化が必要である。 

毎年 4 月に健康診断を実施し、学生にフィードバックを行っている。校舎には保健室を

設置し、担当職員と校医など専門職との連携も密にしている。心の悩みを抱える学生に対

してはカウンセラーを配置したり、電話相談窓口を開設したりして対応している。その他、

掲示板やホームルームなどで、随時健康管理に関しての指導を行っている。 

提携企業の学生寮を用意している。 

クラブ活動は、スポーツ系のほか、演劇、ラジオ、音楽、ダンスなどのサークルがある

が、現在、コロナの影響で活動が出来ていない。動画配信など新しい形の表現に取り組め

るよう、専用スタジオを用意した。  

部活動においては、コロナの影響を受ける前はバドミントン、卓球などで、全国大会優

勝や都大会優勝など、好成績を残していた。 



４０ 

5-20 （1/1） 

5-20 保護者との連携 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

5-20-1  保護者との

連携体制を構築して

いるか

□保護者会の開催等、学校の

教育活動に関する情報提供を

適切に行っているか

□個人面談等の機会を保護者

に提供し、面談記録を適切に

保存しているか

□学力不足、心理面等の問題

解決にあたって、保護者と適

切に連携しているか

□緊急時の連絡体制を確保し

ているか

３ クラスアドバイザーによ

る電話やメールでの連絡を

通じ、保護者への情報提供

は適切に行われている。ま

た、学校生活紹介のカレッ

ジダイアリーや学科ごとの

公式 SNS などで、学校の日

常や行事の様子も紹介して

いる。 

学生個々の問題に関して

は適切な対応が出来るよ

う、クラスアドバイザーが

保護者に連絡をとり、情報

の共有を密にしている。面

談などの記録はパーソナル

データシステムにその都度

保存している。 

緊急時は、パーソナルデ

ータシステムを利用し、連

絡・対応を行っている。 

保護者への成績表送付も

継続している。 

仕事などで多忙な保護者

が多く、電話、メール、手

紙などを使用しているが、

それでも尚連絡を取るのが

難しい場合がある。 

保護者への働きかけも含

め、効果的な連絡方法を今

後検討して行く。 

カレッジダイアリー（公式

ブログ）

パーソナルデータシステム

Twitter、Instagram、LINE

等の SNS 学科公式アカウン

ト

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

クラスアドバイザーからの電話、メール、手紙のほか、ホームページ、成績表の送付な

どを通じ、保護者との連携、情報の提供を行っている。また、カレッジダイアリーや公式

SNSにより普段の学校生活や行事などの様子を紹介している。 

公式ブログであるカレッジダイアリーは保護者から好評を得ており、今年も多くの記事

を公開した。近年は SNS の利用者が増えたため、各学科で公式アカウントを持ち、学内の

情報だけではなく、卒業生などの活躍情報も掲載している。 



４１ 

5-21 （1/1） 

5-21 卒業生・社会人 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

5-21-1 卒業生への

支援体制を整備して

いるか

□同窓会を組織し、活動状況

を把握しているか

□再就職、キャリアアップ等

について卒後の相談に適切に

対応しているか

□卒業後のキャリアアップの

ための講座等を開講している

か

□卒業後の研究活動に対する

支援を行っているか

３ 会員数約 6万人の TOHO会

（同窓会組織）があり、国

内だけではなく、海外の卒

業生にも活発に支援活動を

行っている。 

また、キャリアサポート

センター内に卒業生支援室

を設け、卒業後の在職調査

を実施している。進路相談

や就職・転職セミナーなど

も無料で行っている。

卒業生全員に支援体制を

周知させることは難しい。 

卒業生や講師、企業など

に積極的に働きかけ、情報

収集を行う。 

卒業生支援室・TOHO会（同

窓会組織）と連携し、

Colorful（TOHO会会報誌）

や TOHO 会ホームページな

どを利用して積極的に情報

を発信する。 

TOHO会ホームページ 

Colorful（TOHO会会報誌） 

5-21-2 産学連携に

よる卒業後の再教育

プログラムの開発・

実施に取組んでいる

か

□関連業界・職能団体等と再

教育プログラムについて共同

開発等を行っているか

□学会・研究会活動において、

関連業界等と連携・協力を行

っているか

３ 複数の教職員が、芸能プ

ロダクション関連の協会な

どに所属し、そこで得た情

報などを適宜卒業生にフィ

ードバックしている。

学会などにも参加し関連

業界などとの連携を深めて

いる。 

業界関連団体に所属し協

力関係を持っているが、再

教育プログラムの開発実施

までには至っていない。 

近年卒業生に対して、オ

ーディションにおける自己

PRなどの講座を一部企業と

開催している。一部学科で

講師や OBによる、イベント

に向けてのワークショップ

などを実施した。今後も新

しい形を考えていく。 

特になし 

5-21-3 社会人のニ

ーズを踏まえた教育

環境を整備している

か

□社会人経験者の入学に際

し、入学前の履修に関する取

扱いを学則等に定め、適切に

認定しているか

□社会人学生に配慮し、長期

履修制度等を導入しているか

□図書室、実習室等の利用に

おいて、社会人学生に対し配

慮しているか

□社会人学生等に対し、就職

等進路相談において個別相談

を実施しているか

２ 本校の教育内容の特性

上、社会人経験者も未経験

者と同一のカリキュラムの

下に学習している。 

進路相談においては、相

談回数を増やすなどして、

細かいケアを行っている。 

尚、現在、企業奨学生を

除き、社会人学生はほとん

どいない。 

目指す業界には、明確な

年齢制限はないが、年齢が

高い者がデビューするの

は、不利な傾向がある。 

業界の状況を理解した上

で入学するよう、事前説明

に努める。 

業界研究を深め、学生一

人一人の適性に合った企業

を早い段階で選定し、紹介

などをしていく。 

学生ガイド（シラバスなど） 



４２ 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

会員数約 6万人の TOHO会（同窓会組織）があり、国内だけではなく、海外の卒業生にも

活発に支援活動を行っている。 

卒業生支援室を設け、卒業生の進路相談などに対応するための体制を整備している。教

職員も同様の対応を行っている。現在は、両者の間で良い連携が取れている。 

業界関連団体との交流も密にしており、会合やイベントなどにも積極的に参加している。 

教育内容の特性上、社会人経験者も未経験者と同一のカリキュラムの下に学習させてい

るが、個人面談や進路相談等において配慮している。 

卒業後も学内オーディションなどに参加することが出来る。また、学内のオーディショ

ン情報や事務所の情報、求人情報なども独自の閲覧システムから入手することが出来る。 
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基準６ 教育環境 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

【施設設備】 

教育上必要な施設設備は用意されており、メンテナンス業者

や担当職員が授業に支障が出ないよう点検整備を行っている。

耐震工事は終了し改修工事も計画的に実施している。 

現場の機材などは常に新しい技術が取り入れられてお

り、今後も情報を集め計画的に導入する必要がある。 

教室はコロナの影響を受け現在卒業生への貸し出しは行

っておらず、在校生も感染者数を見て状況に沿って貸し出

しを行っている。 

【学外実習・インターンシップ】 

学外実習は安全にかつ有効に実施されている。各科にお

いて、選抜された学生がイベントや番組に出演し、現場で

の経験を積んでいる。今年度は新型コロナウイルスの影響

で中止になったが、例年海外研修なども実施しており、米

国カリフォルニアのディズニーランドにおいてキャストの

研修を受けている。 

インターンシップについては、過去に実績はあるものの、多く

の学生が希望するデビュー系の案件は無い。また企業側もそれ

については、受け入れることの不安もあり多くは否定的である。 

【防災・安全管理】 

災害対策委員会を設置し、学校全体での対応も改善して

いる。学生の安全を確保するため、定期的に避難訓練を行

っているが、学校環境の特性上学生全員での同時実施は難

しい。避難訓練の他、防災に関する意識の向上を図ってい

る。

 また、教職員の災害対策の知識や意識向上のために、教

職員会議などを利用して、勉強会及び訓練を行っている。 

定期的に、備蓄や備品の点検・入れ替えも行っている。 

【施設設備】 

長期計画に則って計画的に機材導入を行っている。 

業界の動向を見極めつつ、5 年から 10 年で各スタジオを

最新の設備へとリニューアルする。 

学生が使いやすい時間帯などを調査し、教室貸出の効率

化を図る。 

【学外実習・インターンシップ】 

キャスト系のインターンシップについては、関連団体、

企業側とどの様な可能性があるか、研究していきたい。（内

定した事務所などに事前研修として参加することはある。） 

【防災・安全管理】 

災害時の避難に関しては、都心にある専門学校というこ

ともあり、校庭が無く学生専用の一時避難場所の確保が難

しい。指定された避難場所に移動する前に、学生の安全確

認などをする場所として、隣接している駐車場やコンビニ

エンスストアの駐車場を利用することを想定している。

様々な状況に臨機応変に対応できる様、シミュレーション

を重ねていく。

災害に関しては、公的機関においても随時改善がなされ

ているため、情報収集を積極的に行い、取り入れていく。 

【学外実習】 

就職内定後、相手先企業での現場研修を一定の条件のも

とで認めている。 

デビューの場合も同様で、在学中にデビューや事務所所

属が決定した場合は、所属事務所などと相談し、学校と仕

事とを両立できるように対応している。 

【安全管理】 

不審者の侵入に備え、各校舎にさすまたの導入をしてい

る。現在使用法の研修を検討している。これにより、警察

が到着するまでの時間を確保したい。 

新型コロナウイルス感染拡大を受けて感染症への対策を

様々な形で行った。しかしどこまですれば安全なのか測れ

ないので、今後も関係者の声に耳を傾け、都度対応してい

く。 



４４ 

6-22 （1/1） 

6-22 施設・設備等 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

6-22-1 教育上の必要

性に十分対応した施

設・設備・教育用具

等を整備しているか

□施設・設備・機器類等は設置

基準、関係法令に適合し、かつ、

充実しているか

□図書室、実習室等、学生の学

習支援のための施設を整備し

ているか

□図書室の図書は専門分野に

応じ充実しているか

□学生の休憩・食事のためのス

ペースを確保しているか

□施設・設備のバリアフリー化

に取組んでいるか

□手洗い設備等学校施設内の

衛生管理を徹底しているか

□卒業生に施設・設備を提供し

ているか

□施設・設備等の日常点検、定

期点検、補修等について適切に

対応しているか

□施設・設備等の改築・改修・

更新計画を定め、適切に執行し

ているか

３ 関係法令に従いつつ業界

の流れに合わせ、計画的に設

備や機材を導入している。 

業界のニーズ、学生のニー

ズに合わせて、実習施設や図

書室を整備している。 

学生ロビーを設置して学

生が休憩・食事など、自由に

使用出来る場所を確保して

いるが、コロナの影響で極力

滞在時間が長くならないよ

う周知している。また、空い

ている教室などはコロナの

感染者数に沿って一部自主

練習場所として使用を許可

している。 

衛生管理は、業者に清掃な

どを委託しているほか、教職

員も日常的に実施している。 

現在はコロナの影響で中

止しているが、例年卒業生に

対しても教室貸出しを行っ

ている。ただし基本的に在校

生優先で、空きがある場合に

限り行っている。 

設備点検など専門分野は、

業者に委託している。 

施設・設備の改修などにつ

いて、耐震工事は完了したの

で、現在は設備の改修を計画

的に進めている。 

現場のスタジオなどは技

術の進歩が速く、リニューア

ルを継続しなければならな

い。

長期計画に則って計画的

に機材導入を行っている。 

業界の動向を見極めつつ、

5 年から 10 年で各スタジオ

を最新の設備へとリニュー

アルする。 

学生ガイド（シラバス

など） 



４５ 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

教育上必要な施設設備は用意されており、メンテナンス業者や担当教職員が授業に支障

がないように点検整備を行っている。耐震工事は終了し改修工事も計画的に進めている。 

関連業界で使用されている機材などは常に新しいものが取り入れられているので、情報

を集める必要がある。 

アテレコスタジオやヴォーカルレコーディングスタジオ、ラジオスタジオ、演劇発表施

設など、教育内容に特化した施設が用意されている。スタジオ内の機材も業界の現場で使

用されている機材を導入し、卒業後、直ちに技術を活かせるよう設備を整えている。 
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6-23 （1/2） 

6-23 学外実習、インターンシップ等 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

6-23-1 学外実習、イ

ンターンシップ、海

外研修等の実施体制

を整備しているか

□学外実習等について、意義

や教育課程上の位置づけを明

確にしているか

□学外実習等について、実施

要綱・マニュアルを整備し、

適切に運用しているか

□関連業界等との連携による

企業研修等を実施しているか

□学外実習について、成績評

価基準を明確にしているか

□学外実習等について実習機

関の指導者との連絡・協議の

機会を確保しているか

□学外実習等の教育効果につ

いて確認しているか

３ 進路決定と、学外での職

業教育、業界ニーズキャッ

チを目的に、企業と連携を

取っている。その中で、学

外実習やインターンシッ

プ、就職内定に伴う研修を

行っている。また、それら

は学内規定に沿って、教育

面、安全面について適切に

行われている。

昨年度よりコロナの影響

で中止しているが、例年、

希望者を募り、カリフォル

ニアのディズニーランドで

キャスト研修としての海外

研修を実施している。学科

単体でも海外研修を企画す

るなど、積極的に海外との

繋がりを作っている。

学外実習は、学生ガイド

などに詳細を記載してお

り、相手方企業・実習機関

と入念な打合せを行った上

で実施している。評価につ

いては、企業と担当講師で

行っている。 

インターンシップでは、

事前講習を実施し、終了後、

学生から報告書を提出させ

ている。それは後輩などの

指導に役立てている。 

ラジオ局などとのインタ

ーンシップ実績がある。 

スタッフ系のインターン

シップは行われているが、

キャスト系としてのインタ

ーンシップは行われていな

い。（就職というスタイルで

はなく、デビューや所属と

いうスタイルのため）

一般企業へのインターン

シップの場合、他の学生に

他業種に行くことを知られ

たくないという理由で希望

者が出にくい場合がある。 

タレントなどを目指して

入学してきた学生の中に

は、一般企業に進路を変更

することに挫折感を覚える

者もいる。そのような学生

に対しては、就職対策授業

などで、インターンシップ

や一般企業への就職につい

ての誤解をなくすように指

導をしていく。 

キャスト系のインターン

シップについては、関連団

体、企業側とどの様な可能

性があるか、研究していき

たい。（内定した事務所など

に事前研修として参加する

ことはある。）

学生ガイド（シラバスなど） 

カレッジダイアリー（公式

ブログ）



４７ 

6-23 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

6-23-1 続き □学校行事の運営等に学生を

積極的に参画させているか

□卒業生・保護者・関連業界

等、また、学生の就職先に行事

の案内をしているか

学校行事についてはコロ

ナの影響により実施できて

いないものが多くあり、感

染者の推移を見て一部学生

の協力を得ている。また、

行事などの案内は、ホーム

ルームや掲示板、カレッジ

ダイアリーにて行ってい

る。

今後もコロナの影響を見

て、学生の安全を第一に学

校行事については実施を含

め検討していく。 

特になし。 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

スタッフ系のインターンシップでは、放送局をはじめ、一般企業の実績はある。キャス

ト系のインターンシップは業種の特性上、殆ど行われていないが、可能性などを含め研究

していく。

学外実習については、規模や内容に合わせて相手方企業や実習機関と入念な打合せを行

い実施している。新型コロナウイルスの影響で中止しているが、海外研修は、例年参加者

を募り、実施している。 

2年次後期以降、内定した進路先で在学中に経験を積むための現場研修制度がある。 

キャスト系の場合も同様で、業界の現場に出て研修を受ける場合がある。 



４８ 

6-24 （1/2） 

6-24 防災・安全管理 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

6-24-1 防災に対す

る組織体制を整備

し、適切に運用して

いるか

□学校防災に関する計画、消

防計画や災害発生時における

具体的行動のマニュアルを整

備しているか

□施設・建物・設備の耐震化

に対応しているか

□防災・消防施設・設備の整

備及び保守点検は法令に基づ

き行い、改善が必要な場合は

適切に対応しているか

□防災（消防）訓練を定期的

に実施し、記録を保存してい

るか

□備品の固定等転倒防止等安

全管理を徹底しているか

□学生、教職員に防災教育・

研修を行っているか

３ 防災に関するマニュアル

を整えてあり、震災訓練な

どで活用している。 

校舎の耐震化工事は、

2014年度に全ての建物で終

了した。 

設備点検などは、専門業

者に委託し、定期的に検査

を受けている。 

防災訓練を毎年度実施

し、記録とともに所轄の消

防署に報告書を提出してい

る。 

備品の転倒防止などの対

策を行っている。 

教職員は、防災館で行わ

れている体験ツアーをはじ

め各種研修や疑似体験を通

して防災意識を高めてい

る。また、防災セミナーな

どにも参加し、総合的に情

報収集を行っている。 

各部門からメンバーを選

出し、学園として災害対策

委員会を組織している。部

門内での役割だけでなく、

委員で連携を取り、横断的

に各災害への備えをしてい

る。 

防災に関する対策を講じ

るために、様々な研修に参

加しているが、毎回新しい

情報があり、これまでのマ

ニュアルが古くなっている

場合がある。

情報収集に力を入れる。

新しい情報が入り次第、マ

ニュアルをリニューアルす

ることを継続していく。

場合によっては、備品な

どを含めて総合的にリニュ

ーアルをする。 

今年度も、備蓄品の見直

しを行い、一部の入れ替え

を行った。 

学生ガイド（シラバスなど）

災害対策マニュアル 

設備点検報告書 

防災訓練実施報告書 
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6-24 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

6-24-2 学内におけ

る安全管理体制を整

備し、適切に運用し

ているか

□学校安全計画を策定してい

るか

□学生の生命と学校財産を加

害者から守るための防犯体制

を整備し、適切に運用してい

るか

□授業中に発生した事故等に

関する対応マニュアルを作成

し、適切に運用しているか

□薬品等の危険物の管理にお

いて、定期的にチェックを行

う等適切に対応しているか

□担当教員の明確化等学外実

習等の安全管理体制を整備し

ているか

□薬品等の危険物の管理にお

いて、定期的にチェックを行

う等適切に対応しているか

□担当教員の明確化等学外実

習等の安全管理体制を整備し

ているか

４ 教職員用に災害マニュア

ルを作成しており、学生に

も携帯用の震災対策カード

を配布している。

校舎での安全確保のた

め、警備員を配置している。 

不審者などの侵入に備

え、各校舎にさすまたを配

備している。 

授業中などに事故や急病

人が発生した場合は、授業

担当者から職員室に連絡が

入り、担当教職員が対応を

引き継ぐようにしている。 

薬品などのチェックは、

職員が定期的に行ってい

る。学外実習などの安全管

理体制については、担当教

職員の役割分担を決め、各

自それに基づいた行動をと

っている。 

マニュアルなどは、最新

情報に基づいて更新してい

るが、部分的に、今まで良

いとされてきた対応が、危

険だとされることもあり、

対応に苦慮している。 

今後も行政の窓口と連絡

を密にとり、最新情報で対

応を進めていく。 

学生ガイド（シラバスなど） 

災害マニュアル 

震災対策カード 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

防災に関するマニュアルがあり、それに沿って定期的に防災訓練を実施している。耐震

化工事は、2014年度に全ての建物で終了した。設備点検などは、専門業者に委託し、定期

的に検査を受けている。校内においては、備品の転倒防止などの対策を行っている。 

学園全体で災害対策員会を組織し、各種災害への備えを常日頃から行っている。教職員

は、防災館をはじめ研修や疑似体験を通して防災意識を高めている。 

警備員を配置することで校内の安全管理を図っている。また、授業中の怪我などに対し

ては、授業担当者と職員室で連携を取り、即時対応にあたる体制をとっている。 

学校に校庭が無いため、一時避難場所の確保が難しいが、臨機応変に対応できる様にシ

ミュレーションを行っている。指定された避難場所に移動する前に、人数点呼などを行う

場所として、隣接している駐車場やコンビニエンスストアなども使用する事を想定してい

る。

定期的に避難訓練を行っているが、カリキュラムの特性上全員参加が難しいため、避難

訓練のほか、ホームルームなどを利用して防災に関する意識の向上を図っている。 

不審者の侵入時などに備え、各校舎にさすまたを配備している。 

新型コロナウイルス感染拡大を受けて感染症への対策を様々な形で行った。しかしどこ

まですれば安全なのか測れないので、今後も関係者の声に耳を傾け、都度対応していく。 



５０ 

基準７ 学生の募集と受入れ 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

【学生募集活動について】 

本校はエンターテインメント業界で活躍できる人材を育

成する教育機関として、入学希望者や保護者、高等学校・日

本語学校の教員などに対し、学校・学科の内容紹介だけでな

く、学生生活やエンターテインメント業界の動向、卒業生の

活躍など、将来をイメージできる情報の提供を行っている。

また、体験入学や相談会などの実施により、実際に授業を体

験し、直接相談することができる機会を増やしている。今後

もニーズに合わせた募集活動を検討していく。 

新型コロナウイルス感染症対策として体験入学や説明会、

相談会、個別相談、面接などをオンライン形式で実施。対面

式に加え、オンライン形式を導入することで、ハイブリッド

かつ効果的な募集活動を進めている。 

【入学選考について】 

入学選考基準、方法は、規程などに基づき適切に運用し、

見直しも行っている。また、入学希望者の学修履歴や経験が

発揮できるように複数の方法を設定し、公平な選考を実施し

ている。 

【学納金について】 

学納金は、教育内容と社会情勢を考慮し妥当な水準を維持

している。諸経費についても募集要項で明記している。 

【学生募集活動について】 

入学希望者や保護者、高等学校・日本語学校の教員など、

それぞれのニーズに合ったわかりやすい資料作成に努める。

また紙媒体からインターネット媒体などへの移行を進める

とともに、新たなツールやイベントの検討も進める。 

 今後はこれまでの対面式に加え、オンライン対応を進め、

ハイブリッドかつ効果的な募集活動をさらに進めていく。 

【入学選考について】 

入学制度や選考基準は、時代に合うように、毎年度検討す

る。 

【学納金について】 

学納金は教育内容と社会環境を考慮し、毎年度検討する。 

入学希望者や保護者、高等学校・日本語学校の教員など

は、エンターテインメント業界についての理解度が高くな

く、就職や労働環境などに関して厳しい印象を持たれる傾

向もあるため、エンターテインメント業界の特性や職種の

状況を説明している。 

日本全国および海外複数国からの入学者がおり、広報・

募集活動は国内のみならずアジア圏でも行っている。ま

た、台湾には事務所を置いている。 

東放学園ホームページ、SNSなどでは、随時最新情報を

提供している。 

教育成果としては、デビューやコンテスト入賞の実績が

あげられる。また、卒業後も継続的にデビュー支援をして

いる。 

入学時・2年進級時・卒業時にアンケート調査を行い、

本校の教育成果に対する入学希望者の認識を確認し、より

正確な情報の提供を行えるよう努力している。 

本校はエンターテインメント業界の未来を築く人材育

成を行う専門学校であり、職種により、その求められる人

材像は多岐に渡っている。 

出願前に、相談、見学の機会などがなかった出願者の場

合には、入学選考担当者から連絡を入れ、書類では把握で

きない点も聞き取り、入学選考に反映させている。 

入学金、授業料などの学納金以外に必要な経費などに関

しても、募集要項に掲載している。 
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7-25 学生募集活動

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課 題 課題の改善方策 参照資料 

7-25-1 高等学校等

接続する教育機関

に対する情報提供

に取組んでいるか 

□高等学校等における進学説

明会に参加し教育活動等の情

報提供を行っているか

□高等学校等の教職員に対す

る入学説明会を実施している

か

□教員又は保護者向けの「学

校案内」等を作成しているか

３ 高等学校や日本語学校

などの校内ガイダンスへ

の参加や教職員への訪問

を実施しており、教育活動

などの情報提供を行って

いる。 

入学希望者向けの学校

案内書以外に保護者向け

資料や教員向けメールマ

ガジンなども作成し、対象

者に合わせた情報提供を

行っている。 

体験入学と同時に保護

者説明会も開催している。 

エンターテインメント

業界の仕組みや卒業後の

進路について、高等学校な

どの教員や保護者の理解

度は高くない。 

現在使用しているツー

ルを見直すとともに、新た

なツールやイベントの企

画を進める。 

保護者向け資料などは

エンターテインメント業

界の動向や変化などに対

応した内容とする。

保護者のみなさまへ 

（保護者向けパンフレット） 

教員向けメールマガジン 

7-25-2 学生募集を

適切かつ効果的に

行っているか 

□入学時期に照らし、適切な

時期に願書の受付を開始して

いるか

□専修学校団体が行う自主規

制に即した募集活動を行って

いるか

□志願者等からの入学相談に

適切に対応しているか

3 4 月入学に合わせて適切

な時期に願書の受付を開

始している。 

募集要項には、入試方法

や日程を明確に記載し、専

修学校団体が行う自主規

制に即した募集活動を行

っている。 

来校相談のほか、LINEや

電話、オンラインでの相談

にも対応している。遠方在

住の入学希望者には独自

説明会を開催するなど、ス

タッフを各地に派遣し、対

応している。 

高校生を中心に社会人、

大学生、留学生と多岐にわ

たる入学希望者、それぞれ

に対応した効果的かつ効

率的な募集方法を考える

必要がある。 

授業の様子を動画で紹

介するなど、入学希望者の

ニーズに合ったわかりや

すい資料作成に努めると

ともに、学校情報を希望者

に届ける効果的な媒体に

ついても研究を進めてい

く。

また、これまでの対面式

に加え、オンライン対応を

進め、ハイブリッドかつ効

果的な募集活動をさらに

進めていく。 

募集要項 

募集要項（留学生） 

TOHO GAKUEN SCHOOL GUIDE 

（学校案内書） 

保護者のみなさまへ 

（保護者向けパンフレット） 

進路決定者一覧 

東放学園ホームページ 

東放学園 Twitter 

東放学園 Facebook 

東放学園 LINE 

東放学園 Instagram 
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小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課 題 課題の改善方策 参照資料 

7-25-2 続き □学校案内等において、特徴

ある教育活動、学修成果等に

ついて正確に、分かりやすく

紹介しているか

□広報活動・学生募集活動に

おいて、情報管理等のチェッ

ク体制を整備しているか

□体験入学、オープンキャン

パスなどの実施において、多

くの参加機会の提供や実施内

容の工夫など行っているか

具体的なカリキュラムや

成果である卒業後の進路な

どは学校案内書や東放学園

ホームページ、SNS などを

利用し紹介している。また

学生生活やエンターテイン

メント業界の動向、卒業生

の活躍を紹介するなど、将

来をイメージできる情報の

提供を行っている。学科に

よっては進路実績が就職で

はなくデビューという場合

もあるため、就職との違い

を説明している。

個人情報の取扱いについ

ては、プライバシーポリシ

ーに基づき、情報管理を徹

底している。 

体験入学や学校説明会、

保護者説明会、校舎見学、

全国各地で開催する独自の

説明会、オンラインでの体

験入学や説明会、相談会、

エンターテインメントの仕

事を体験できるセミナーや

業界で活躍している卒業生

や在校生から話を聞くこと

ができる機会を設け、学

校・学科・業界への理解を

深めてもらっている。また、

指定寮無料宿泊体験を実施

し、遠方からも参加しやす

くしている。

東放学園プライバシー

ポリシー 



５３ 

7-25 （3/3） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課 題 課題の改善方策 参照資料 

7-25-2 続き □志望者の状況に応じて多様

な試験・選考方法を取入れて

いるか

入学希望者の状況に応じ

て 3 つの入学方法を設定

し、募集要項にも明記して

いる。また、AO入学エント

リー面接や一般入学の面接

を東京および全国各地で実

施している。また、インタ

ーネット出願やオンライン

での面接も実施している。

海外からの留学生につい

ても 2 つの入試方法を設定

し、募集要項（留学生）に

も明記している。また入学

試験は東京以外の国内外の

都市でも実施している。 

東放学園プライバシー

ポリシー 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

入学希望者や保護者、高等学校・日本語学校の教員などに対し、学校・学科の内容紹介

だけでなく、学生生活やエンターテインメント業界の動向、卒業生の活躍など、将来をイ

メージできる情報の提供を行っている。また、体験入学や相談会などの実施により、実際

に授業を体験し、直接相談することができる機会を増やしている。今後もニーズに合わせ

た募集活動を検討していく。 

新型コロナウイルス感染症対策として体験入学や説明会、相談会、個別相談、面接など

をオンライン形式で実施。対面式に加え、オンライン形式を導入することで、ハイブリッ

ドかつ効果的な募集活動を進めている。 

入学希望者や保護者、高等学校・日本語学校の教員などは、エンターテインメント業界

についての理解度が高くなく、就職や労働環境などに関して厳しい印象を持たれる傾向も

あるため、エンターテインメント業界の特性や職種の状況を説明している。 

日本全国および海外複数国からの入学者がおり、広報・募集活動は国内のみならずアジ

ア圏でも行っている。また、台湾には事務所を置いている。 

東放学園ホームページ、SNSなどでは、随時最新情報を提供している。 

教育成果としては、デビューやコンテスト入賞の実績があげられる。また、卒業後も継

続的にデビュー支援をしている。 

入学時・2年進級時・卒業時にアンケート調査を行い、本校の教育成果に対する入学希

望者の認識を確認し、より正確な情報の提供を行えるよう努力している。 
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7-26 入学選考

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課 題 課題の改善方策 参照資料 

7-26-1  入学選考基

準を明確化し、適切

に運用しているか 

□入学選考基準、方法は、規

程等で明確に定めているか

□入学選考等は、規程等に基

づき適切に運用しているか

□入学選考の公平性を確保す

るための合否判定体制を整備

しているか

４ 入学選考基準、方法は、

「東放学園入学試験制度規

程」「東放学園 AO 入試制度

規程」で定めており、その

規程などに基づき適切に運

用し、見直しも行っている。 

入学選考担当者は「東放

学園入学試験制度規程」を

十分に把握し、選考にあた

っている。 

入学希望者の学修履歴や

経験が発揮できるように複

数の方法を設定し、公平な

選考を実施している。 

特になし。 特になし。 東放学園入学試験制度

規程 

東放学園 AO 入試制度規

程 

募集要項 

募集要項（留学生） 

7-26-2  入学選考に

関する実績を把握

し、授業改善等に活

用しているか 

□学科毎の合格率・辞退率な

どの現況を示すデータを蓄積

し、適切に管理しているか

□学科毎の入学者の傾向につ

いて把握し、授業方法の検討

など適切に対応しているか

□学科別応募者数・入学者数

の予測数値を算出しているか

□財務等の計画数値と応募者

数の予測値等との整合性を図

っているか

3 学科ごとに入学者の傾

向、入試結果、入学手続状

況を把握し、募集活動の報

告書を作成している。 

入学者の傾向は、学科ご

とに見直しを行い、カリキ

ュラムや授業方法などに活

用している。 

出願者数・入学者数の予

測値を算出し、理事会など

で検討している。財務など

の計画数値との整合性を図

っている。 

カリキュラムや授業方法

の見直しは行っているが、

引き続き検討する必要があ

る。 

今後も継続的に学科ごと

にカリキュラム検討会議を

開催し、カリキュラム内容

や授業方法の見直しを行

う。 

学科戦略表 
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中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

入学選考基準、方法は、規程などに基づき適切に運用し、見直しも行っている。また、

入学希望者の学修履歴や経験が発揮できるように複数の方法を設定し、公平な選考を実施

している。 

本校はエンターテインメント業界の未来を築く人材育成を行う専門学校であり、職種に

より、その求められる人材像は多岐に渡っている。 

出願前に、相談、見学の機会などがなかった出願者の場合には、入学選考担当者から連

絡を入れ、書類では把握できない点も聞き取り、入学選考に反映させている。 



５６ 
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7-27 学納金

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課 題 課題の改善方策 参照資料 

7-27-1  経費内容に

対応し、学納金を算

定しているか 

□学納金の算定内容、決定の

過程を明確にしているか

□学納金の水準を把握してい

るか

□学納金等徴収する金額はす

べて明示しているか

４ 学納金は、教育内容に見

合った金額を算定してお

り、その変更については理

事会において検討、承認を

得ている。また社会や経済

の動向を確認し、学納金の

見直しを行っている。 

学納金の水準を把握して

いる。 

学納金等徴収する金額

は、募集要項にもその内訳

を明記している。 

特になし。 特になし。 募集要項 

募集要項（留学生） 

7-27-2  入学辞退者

に対し、授業料等に

ついて、適正な取扱

を行っているか 

□文部科学省通知の趣旨に基

づき、入学辞退者に対する授

業料の返還の取扱いに対し

て、募集要項等に明示し、適

切に取扱っているか

４ 3月 31日までに入学辞退

を申し出た者には授業料な

どの返還に応じる旨を募集

要項に明記し対応してい

る。 

特になし。 特になし。 募集要項 

募集要項（留学生） 

入学手続書類 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学納金は、教育内容と社会情勢を考慮し妥当な水準を維持している。諸経費についても

募集要項で明記している。今後も社会情勢や経済状況に対応する必要が出てくると思われ

る。 

入学金、授業料などの学納金以外に必要な経費などに関しても、募集要項に掲載してい

る。 



５７ 

基準８ 財 務 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

【財務基盤】 

入学者を確保するための計画・戦略に力を入れ、財務基

盤の安定に努める。収入と支出のバランスの維持を継続し

ていく。 

【財務数値分析】 

決算書類の数値から、対前年度との比較を中心に分析を

行い、必要に応じ、過去 3年間の数値についても分析して

いる。教育研究経費比率、人件費比率共に数値は適正であ

る。 

【予算・収支計画】 

5ヵ年事業計画と、単年度事業計画に基づき、予算・収

支計画を策定している。予算執行は、予算管理担当者が確

認している。 

【会計監査の実施】 

法令に基づき、監査法人監査及び監事監査を実施してい

る。 

【財務情報公開】 

東放学園ホームページ上での公開は、一部資料をわかり

やすい表記に更新して、2019 年 6 月より対応している。 

特になし。 特になし。 



５８ 

8-28 （1/2） 

8-28 財務基盤

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

8-28-1 学校及び法人

運営の中長期的な財

務基盤は安定してい

るか

□応募者数・入学者数及び定

員充足率の推移を把握してい

るか

□収入と支出はバランスがと

れているか

□貸借対照表の翌年度繰越収

支差額がマイナスになってい

る場合、それを解消する計画

を立てているか

□事業活動収支計算書の当年

度収支差額がマイナスとなっ

ている場合、その原因を正確

に把握しているか

□設備投資が過大になってい

ないか

□負債は返還可能の範囲で妥

当な数値となっているか

４ 出願者数・入学者数の把

握はしている。定員充足率

の推移は、単年度レベルで

の把握としている。 

新入生数・在校生数にお

ける収入額に見合った支出

額を策定し (設備投資額

含)、収支バランスをとるよ

う心掛けている。 

貸借対照表の翌年度繰越

収支差額はプラスである。 

事業活動収支計算書の当

年度収支差額はマイナスで

あるが、原因は把握してい

る。運営会議、理事会など

でも決算書内容の分析につ

いて法人本部長より補足説

明をし了解を得ている。 

機器備品検討会議を行

い、各部門間で精査し決め

られた予算内で計画的に設

備投資を実施している。 

負債のうち、借入金はな

いため、財務基盤は安定し

ている。 

特になし。 特になし。 資金収支計算書 

事業活動収支計算書 

貸借対照表 

8-28-2 学校及び法人

運営に係る主要な財

務数値に関する財務

分析を行っているか

□最近３年間の収支状況（事

業活動収支・資金収支）によ

る財務分析を行っているか

□最近３年間の財産目録・貸

借対照表の数値による財務分

析を行っているか

４ 収支状況による財務分析

は、決算書類の数値に基づ

き法人本部で行っている。

過去 3 年間に渡り、分析し

ている。但し、財産目録に

よる定型的対比は分析しづ

らいため、記載内容全体で

比較している。 

特になし。 特になし。 資金収支計算書 

事業活動収支計算書 

貸借対照表 

資金繰表  



５９ 

8-28 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

8-28-2 続き □最近３年間の設置基準等に

定める負債関係の割合推移デ

ータによる償還計画を策定し

ているか

□キャッシュフローの状況を

示すデータはあるか

□教育研究費比率、人件費比

率の数値は適切な数値になっ

ているか

□コスト管理を適切に行って

いるか

□収支の状況について自己評

価しているか

□改善が必要な場合におい

て、今後の財務改善計画を策

定しているか

負債のうち、借入金・長

期未払金はない。 

キャッシュフローの状況

は、資金繰表を担当者が毎

月作成し、把握している。 

教育研究費比率、人件費

比率共に適正値である。 

コスト管理は費用対効果

に留意して、複数の担当者

で予算作成と執行管理を行

っている。 

収支の状況は、自己評価

を行い、全体的にバランス

がとれている。 

現在は、客観的に見ても

収支状況の改善が必要な状

況ではないため、財務改善

計画は策定していない。 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

入学者数、在校生数の学費収入に見合った支出予算を引き続き維持することが重要であ

る。教育研究費比率、人件費比率の数値は適切である。 

特になし。 



６０ 

8-29 （1/1） 

8-29 予算・収支計画

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

8-29-1 教育目標との

整合性を図り、単年度

予算、中期計画を策定

しているか

□予算編成に際して、教育目

標、中期計画、事業計画等と

整合性を図っているか

□予算の編成過程及び決定過

程は明確になっているか

４ 5 ヵ年事業計画書・単年

度事業計画書に基づき、予

算・収支計画を作成してい

る。決定にあたっては理事

会及び運営会議時に事前に

提示し、確認を行っている。 

特になし。 特になし。 5ヵ年事業計画書・単年

度事業計画書 

8-29-2 予算及び計画

に基づき、適正に執行

管理を行っているか

□予算の執行計画を策定して

いるか

□予算と決算に大きな乖離を

生じていないか

□予算超過が見込まれる場

合、適切に補正措置を行って

いるか

□予算規程、経理規程を整備

しているか

□予算執行にあたってチェッ

ク体制を整備するなど誤りの

ない適切な会計処理を行って

いるか

３ 予算執行計画は、各部門

で作成している予算申請書

の内容に基づき執行する。 

予算と決算に大きな乖離

は生じていない。また、予

算超過になる前に事前に理

事会で協議の上、予備費を

活用するなどの対応をして

いる。 

経理規程を必要に応じ整

備している。予算について

は経理規程内に明記してい

る。 

予算の執行は、必ず所属

長の承認を受けた後に行う

ことを徹底している。 

予算執行の際、各部門の

経理処理を正確・適切に行

う必要がある。 

各部門の経理担当者と緊

密に連携し、必要に応じて

勉強会を実施する。 

予算執行の取扱いにつ

いて(資料) 

経理規程 

経理規程施行細則 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

予算執行・管理は、予算管理担当者が定期的に確認している。また、適正な勘定科目で

執行されるよう、各経理担当者と緊密に連携し、必要に応じて勉強会を実施するなど、知

識向上にも注力していくことが必要である。 

特になし。 



６１ 

8-30 （1/1） 

8-30 監査

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

8-30-1 私立学校法及

び寄附行為に基づき、

適切に監査を実施し

ているか

□私立学校法及び寄附行為に

基づき、適切に監査を実施し

ているか

□監査報告書を作成し理事会

等で報告しているか

□監事の監査に加えて、監査

法人による外部監査を実施し

ているか

□監査時における改善意見に

ついて記録し、適切に対応し

ているか

４ 各法令などに沿って、監

査法人と学園監事による監

査を実施している。また、

監査時の指摘事項などは記

録し、理事長・法人本部長

へ報告している。 

尚、監事と監査法人名が

記載された監査報告書は、

決算書などに添付し理事

会・評議員会で承認を受け

ている。 

特になし。 特になし。 決算書(監査報告書) 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

法令に基づき、監査法人監査・監事監査が行われている。 

指摘事項については記録し、理事長・法人本部長へ報告している。 

特になし。 



６２ 

8-31 （1/1） 

8-31 財務情報の公開

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

8-31-1 私立学校法に

基づく財務公開体制

を整備し、適切に運用

しているか

□財務公開規程を整備し、適

切に運用しているか

□公開が義務づけられている

財務帳票、事業報告書を作成

しているか

□財務公開の実績を記録して

いるか

□公開方法についてホームペ

ージに掲載するなど積極的な

公開に取組んでいるか

３ 財務公開規程(財務書類

等閲覧規程)を整備し、2016

年 4月 1日より施行した。 

閲覧公開用としての財務

帳票・事業報告書は作成済

である。閲覧が迅速かつ安

定的に運用できるよう目指

している。 

東放学園ホームページ上

での公開は、一部資料をわ

かりやすい表記に更新し

て、2019年 6月より対応し

ている。 

担当各関係者間で、対応

と手順の確認、連携などが

円滑にいかない場合も予想

される。 

財務書類等閲覧規程を適

切に運用することを、定期

的に学務管理部長会議内で

確認し、対応手順などを共

有していく。 

財務書類等閲覧規程 

財産目録 

資金収支計算書 

事業活動収支計算書 

貸借対照表 

事業報告書 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

東放学園ホームページ上での公開は、一部資料をわかりやすい表記に更新して、2019年

6月より対応している。 

特になし。 



６３ 

基準９ 法令等の遵守 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

【関係法令、設置基準の遵守】 

社会の信頼を得るべく学校運営の適正化を図るために、

法令や専修学校設置基準を遵守する体制を整え、学則変更

などの諸届や各種規程の整備・改定を適宜行っている。 

今後、より踏み込んだ整備を進め、時代の流れに即応し

た適正な学校運営を進めていく。 

【個人情報保護】 

個人情報の保護に関するセキュリティ基本方針などの規

程を定め、教職員・学生などに対して様々な啓発活動を実

施している。また、セキュリティの脅威から情報資産を守

るため様々な対策を講じている。 

【学校評価】 

学校評価については、法人として委員会を発足させ、組

織的に取り組んでいる。 

  自己評価は、毎年度学則および関連規程の内容に基づい

て、各校・各部門にて実施し報告書の作成を行っているが、

改善点や見直し案を教職員に対し周知徹底させる必要があ

る。2015 年度より学校関係者評価委員会を開催し、学校関

係者評価を実施している。 

自己評価、学校関係者評価については、いずれも報告書

を東放学園ホームページに掲載して、広く一般へ公表して

いる。 

【教育情報の公開】 

学生ガイド（シラバスなど）で学則・教育課程や担当講

師のプロフィールを公開し、また TOHO GUIIDE（企業向けパ

ンフレット）に教育課程や就職実績などを公開している。 

また東放学園ホームページにて学校の経営状態などの体

制や教育に関する情報を広く一般公開している。 

【関係法令、設置基準の遵守】 

各種規程類の運用管理は、規程等管理規程に則り行われ

ている。 

規程の整備については、未整備の規程や改定の必要な規

程がないかどうかを洗い出す作業を継続的に進めていく。 

【個人情報保護】 

最新のセキュリティ関連情報を収集し、規程が適切に運

用されているかどうか定期的な監査を担えるよう、個人情

報の保護に関する専門知識と ITスキルを有する教職員で構

成された委員会を運営している。 

【学校評価】 

自己評価結果から改善点や見直し案を見出し、具体策を策

定して教職員に伝達する。 

【関係法令、設置基準の遵守】 

法令遵守に関する必要事項の検討や対処について、学校

運営に関わるものは、主に学校と法人本部学校事務総括部

が連携して行い、経営に関わるものは、法人本部法人総務

部が主導で行っている。 

【個人情報保護】 

個人情報の保護に関する規程は学校事務総括部が管理し

ている。 

【学校評価】 

学校法人東放学園 学校評価委員会 

〔統括〕部門長   1名 

〔委員〕教職員   9名 

専門学校東京アナウンス学院 学校関係者評価委員会 

〔委員〕5名（関連業界・卒業生・高校教員・地域住民・

保護者） 

〔学校〕4名（校長、教職員 3名） 

【教育情報の公開】 

近年は Twitter や Instagram、LINE に代表される SNS 利

用者が増えたため、学科公式アカウントを設定して普段の

様子などを広く公開している。 



６４ 

9-32 （1/1） 

9-32 関係法令、設置基準等の遵守

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

9-32-1 法令や専修学

校設置基準等を遵守

し、適正な学校運営を

行っているか

□関係法令及び設置基準等に

基づき、学校運営を行うとと

もに、必要な諸届等適切に行

っているか

□学校運営に必要な規則・規

程等を整備し、適切に運用し

ているか

□セクシュアルハラスメント

等ハラスメント防止のための

方針を明確化し、防止のため

の対応マニュアルを策定して

適切に運用しているか

□教職員、学生に対し、コン

プライアンスに関する相談受

付窓口を設置しているか

□教職員、学生に対し、法令

遵守に関する研修・教育を行

っているか

４   関係法令に基づく適正な

学校運営を行うため、学校

と法人本部が連携して、適

宜学則変更の必要な届出を

行っている。学内規程の整

備も随時行っている。 

ハラスメント防止につい

て、その方針や対策を教職

員向けホームページにて教

職員全体へ周知している。

学生に対しては、学生ガイ

ド（シラバスなど）に取り

組みを掲載しており、相談

窓口も設けている。また、

学生から様々な意見を受け

付ける体制を整えている。 

法令遵守に関して、教職

員には職員会議で周知徹底

し、学生に対しては学生ガ

イドへの掲載やオリエンテ

ーションにて法令遵守に基

づく学校の規則やルールと

して説明している。

法人本部において学内規

程の整備を進めており、制

度改正などに伴う規程の見

直しは、速やかに行わなけ

ればならない。 

放送マスコミ業界・高校

の教員・学生・在校生・保

護者・地域からの信頼を確

保するためにもスクールコ

ンプライアンスの確立が必

要である。

規程の整備について、法

人本部と関係する部門・部

署や会議体が連携して、新

たな規程の制定、既存規程

の改定などの必要性を洗い

出す作業を継続的に進めて

いく。 

ハラスメント防止に関す

る方針や対策を明確にした

マニュアルなどを整備した

上で教職員へ周知徹底す

る。

学則等届出資料 

規程等管理規程 

各種学内規程 

ハラスメント関連の掲

示物

学生ガイド（シラバスな 

ど） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学校運営の適正化を図るために、関係法令や専修学校設置基準等を遵守する体制を整え

ている。それに基づき、時代の流れに即応した適正な運営が実施されるように学則変更な

どの諸届や各種規程の整備・改定などを適宜行っている。 

今後、制度改正に速やかに対応し、教職員や関係者へ周知徹底を図り適正な学校運営を

進めていく。 

法令遵守に関する必要事項の検討や対処について、学校運営に関わるものは、主に学校

と法人本部学校事務総括部が連携して行い、経営に関わるものは、法人本部法人総務部が

主導で行っている。 



６５ 

9-33 （1/1） 

9-33 個人情報保護

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

9-33-1 学校が保有

する個人情報保護

に関する対策を実

施しているか 

□個人情報保護に関する取扱

方針・規程を定め、適切に運

用しているか

□大量の個人データを蓄積し

た電磁記録の取扱いに関し、

規程を定め、適切に運用して

いるか

□学校が開設したサイトの運

用にあたって、情報漏えい等

の防止策を講じているか

□学生・教職員に個人情報管

理に関する啓発及び教育を実

施しているか

４ 個人情報の取扱いに関す

る規程を定め、学園の業務に

携わる者はその遵守に努め

ている。また、個人情報が漏

洩などの事故に遭遇した場

合の善後策を準備してある。 

電子データは専任の管理

者が規程に則り、保護対策、

多重バックアップを実施し

ている。紙媒体の管理は施錠

保管、倉庫保管、耐火金庫保

管で区分けして管理してい

る。 

東放学園ホームページか

ら個人情報を取得する際は、

SSL でデータを暗号化して保

護されたデータベースに蓄

積している。 

教職員向け勉強会や校内

ポスターの掲示、文書などで

周知を行うことで個人情報

保護の意識啓発を実施して

いる。 

 関連する規程類を定期

的に棚卸し、現時点での要

不要を含めて、内容を見直

す。 

最新のセキュリティ関連

情報を収集し、規程が適切

に運用されているかどうか

定期的な監査を行う。その

結果、規程が現場の状況に

適していなければ、最新の

法律や他の組織の現状を踏

まえて不備や不足を見直

す。 

個人情報に関する様々な

事柄を職員会議や研修会な

どを通して教職員に周知・

徹底する。 

2021年度、情報セキュリ

ティポリシーを見直し、私

物端末とクラウドサービス

利用に関するセキュリティ

対策を規定した。

個人情報セキュリティ

基本方針、対策基準 

事故・事件対応マニュア

ル 

情報セキュリティポリ

シー 

ソーシャルメディアガ

イドライン

プライバシーポリシー

サイトポリシー 

教職員研修資料 

学内啓発ポスター 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

個人情報の保護に関するセキュリティ基本方針等の規程を定め、教職員・学生等に対し

て様々な啓発活動を実施している。セキュリティの脅威から情報資産を守るため様々な対

策を講じている。 

 IT スキルの高い教職員で組織された情報管理・システム委員会が規程の運用状況を定

期的に監査し、改善が必要な場合は速やかに対策を講じている。 



６６ 

9-34 （1/1） 

9-34 学校評価 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

9-34-1  自己評価の

実施体制を整備し、

評価を行っているか 

□実施に関し、学則及び規程

等を整備し実施しているか

□実施に係る組織体制を整備

し、毎年度定期的に全学で取

組んでいるか

□評価結果に基づき、学校改

善に取組んでいるか

４ 自己評価は学則に規定

し、学内規程も整備済みで

ある。学園全体で委員会を

設置し、各校・各部門にて

毎年度定期的に取組んでい

る。 

また、評価結果に基づき、

学校改善に努めている。 

改善点や見直し案の具体

策が教職員に対し周知徹底

できていない部分がある。 

自己評価結果から改善点

や見直し案などを具体的に

見出し、その内容を全教職

員に遺漏なく伝え、改善に

取組んでいく。 

学則 

自己点検・評価規程 

自己評価報告書 

9-34-2  自己評価結

果を公表しているか 

□評価結果を報告書に取りま

とめているか

□評価結果をホームページに

掲載する等広く社会に公表し

ているか

４ 毎年度報告書を作成し、

東放学園コミュニティーサ

イトで教職員や関係者に公

表している。また、東放学

園ホームページにも掲載

し、広く一般に公表してい

る。

特になし。   特になし。 自己評価報告書 

東放学園コミュニティーサ

イト（教職員専用） 

東放学園ホームページ 

9-34-3  学校関係者

評価の実施体制を整

備し評価を行ってい

るか 

□実施に関し、学則及び規程

等を整備し実施しているか

□実施に際して組織体制を整

備し、実施しているか

□設置課程・学科に関連業界

等から委員を適切に選任して

いるか

□評価結果に基づく学校改善

に取組んでいるか

４ 2015年度より組織体制を

整備し、関連業界、卒業生、

高校教員、保護者、地域住

民から委員を選定し、学校

関係者評価を実施してい

る。 

また、評価結果に基づき

改善を行っている。 

教育現場と外部の評価に

開きがある場合もあるが、

出来る限り評価に基づき改

革に取組む必要がある。 

時代のニーズに合った学

校改革を進める。 

学校関係者評価報告者 

9-34-4  学校関係者

評価結果を公表して

いるか 

□評価結果を報告書に取りま

とめているか

□評価結果をホームページに

掲載する等広く社会に公表し

ているか

４ 毎年度報告書を作成し、

東放学園コミュニティーサ

イトで教職員や関係者に公

表している。また、東放学

園ホームページにも掲載

し、広く一般に公表してい

る。

特になし。 特になし。 学校関係者評価報告書 

東放学園コミュニティーサ

イト（教職員専用） 

東放学園ホームページ 



６７ 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

  自己評価は学則や関係規程に則り、毎年度実施しているが、改善点などの具体策を示し

早期解決に向けた取組みが必要である。評価結果の一般公開は東放学園ホームページで行

っている。 

  また、学校関係者評価については、委員から多くの意見が寄せられた。これらの意見を

参考にし、より良い学校運営を目指す。 

学校法人東放学園 学校評価委員会 

〔統括〕部門長   1名 

〔委員〕教職員   9名 

学校関係者評価委員会 

〔委員〕5名（関連業界・卒業生・高校教員・地域住民・保護者） 

〔学校〕4名（校長、教職員 3名） 



６８ 

9-35 （1/1） 

9-35 教育情報の公開 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

9-35-1 教育情報に

関する情報公開を積

極的に行っているか

□学校の概要、教育内容、教

職員等教育情報を積極的に公

開しているか

□学生、保護者、関連業界等

広く社会に公開するための方

法で公開しているか

４ 学校概要・教育課程など

を記載した学生ガイドを学

生・保護者に配布している。

カレッジダイアリーでも更

新率を高め、広く情報を発

信している。

各種 SNS にも学科の公式

アカウントを設定し、普段

の様子やイベントの模様な

どを細かく発信している。

企業には TOHO GUIDEを毎

年度送付し、学校の情報を

公開している。 

また東放学園ホームペー

ジにて学校の経営状態など

の体制や教育に関する情報

を広く一般公開している。 

特になし。 特になし。 学生ガイド（シラバスなど） 

TOHO GUIDE（企業向けパン

フレット） 

カレッジダイアリー（公式

ブログ）

東放学園ホームページ

Twitter、Instagram、LINE

等の SNS 学科公式アカウン

ト

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学校概要・教育課程などを記載した学生ガイドを学生・保護者に配布している。また企

業向けパンフレットの TOHO GUIDEを毎年送付し、企業に対して学校の情報を公開している。

ブログや SNSなどインターネットでも学科イベントや普段の様子を日々発信している。 

また東放学園ホームページにて学校の経営状態などの体制や教育に関する情報を広く一

般公開している。 

近年は Twitter や Instagram、LINE に代表される SNS 利用者が増えたため、学科公式ア

カウントを設定して普段の様子などを広く公開している。 



６９ 

基準１０ 社会貢献・地域貢献 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

【社会貢献・地域貢献】 

日本全国から、年間 100名程度の中学生、高校生の職業

教育などを受け入れている。参加人数が多い場合があり、

スペースの問題で対応に苦慮するケースがある。 

現在、企業や行政と連携した教育プログラムが充実して

いるとは言えず、機会獲得に努める必要がある。 

【ボランティア】 

中野区、中野警察署、地元町内会などをはじめ関係機

関などから依頼を受け、イベントや交流会に参加し、連携、

交流を図っている。 

ボランティアを授業として開講しており、中野警察署の

防犯協力、近隣の町内会の活動への協力などイベントの司

会・MC などを行っている。しかし全ての学生に対して実

施出来ておらず、より多くの学生に提供したいが、参加し

やすい場所や時間帯を用意・設定することが難しい現状で

ある。 

環境問題教育の一環として、ゴミの分別・リサイクル運

動、近隣のゴミ拾いなどを行っている。また、啓蒙活動と

して省エネ運動を実施している。 

【留学生】 

留学生受け入れについては留学生センターや現地事務

所を設置し、日本留学生フェアには教員や OB が同行して

説明するなど積極的に取組んでいる。カリキュラムにおい

ても留学生の特別授業がある。 

課題は留学生の進路である。在留資格の関係で、卒業後

国内でのデビュー及び芸能活動が非常に難しい。また、企

業に就職をする場合にも教育内容と業務のマッチングに

関する出入国在留管理庁の審査が厳しい。日本人の海外留

学に対する支援策が乏しく、実績も少ない。 

【社会貢献】 

企業や行政、地域の方々との交流を広く、深く持ち、産学

連携した教育プログラムの開発に努める。 

【ボランティア】 

学生により良い社会貢献の場を用意するためには、企業や

関連団体との連携強化が必要であり、今後も関係を継続発展

させていく。また、学生が体験したいと思っている社会貢献

と世の中で必要とされていることを合致させることも重要な

ものととらえている。 

【留学生】 

留学生センター・留学生担当者・就職担当者・クラスアド

バイザーが互いに連携を取り、就労ビザ取得の実績がある企

業・業種を中心に留学生の積極採用を呼び掛けていく。また、

留学生採用のメリットを効果的に伝え、進路先の新規獲得に

努める。留学生の日本語能力向上や日本での就職活動方法、

また帰国後の就職活動をサポートすることも肝要である。 

また、日本人の海外留学を支援する策を講じるとともに実

績を作る必要がある。 

【ボランティア】 

中野警察署防犯ボランティアとして毎年数名の学生が登

録している。警視庁安全部長賞、中野警察署長賞受賞経験も

ある。 

近隣の町内会などのイベントなどにボランティアで参加

している。 

【留学生】 

2018 年 3 月卒業の留学生が芸能活動の在留資格「興行」

を取得した。 



７０ 

10-36 （1/2）

10-36 社会貢献・地域貢献

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

10-36-1 学校の教育

資源を活用した社会

貢献・地域貢献を行

っているか

□産・学・行政・地域等との連

携に関する方針・規程等を整備

しているか

□企業や行政と連携した教育

プログラムの開発、共同研究の

実績はあるか

□国の機関からの委託研究及

び雇用促進事業について積極

的に受託しているか

□学校施設・設備等を地域・関

連業界等・卒業生等に開放して

いるか

□高等学校等が行うキャリア

教育等の授業実施に教員等を

派遣する等積極的に協力・支援

しているか

□学校の実習施設等を活用し

高等学校の職業教育等の授業

実施に協力・支援しているか

□地域の受講者等を対象とし

た「生涯学習講座」を開講して

いるか

□環境問題等重要な社会問題

の解決に貢献するための活動

を行っているか

□学生・教職員に対し、重要な

社会問題に対する問題意識の

醸成のための教育、研修に取組

んでいるか

３ 中野区や中野警察署、北新

宿第二地域交流館、地元町会

の二軒屋町会などから依頼

を受け、ボランティア活動を

含め、イベントや、交流会に

参加し、連携、交流を図って

いる。イベント MC として学

生がボランティア活動をし

ている。 

日本全国から年間 100 名

程度の中高生の職業教育、キ

ャリア教育などを積極的に

引き受けているほか、全国各

地の高等学校に教員を派遣

し、模擬授業なども行ってい

る。 

環境問題教育の一環とし

て、ゴミの分別・リサイクル

運動、近隣のゴミ拾いなどを

行っている。また、啓発活動

として、無駄な電気を使用し

ないように、省エネ運動を実

施している。 

また、インターネット上の

マナーやハラスメント、SNS

に関する意識の持ち方など、

公衆マナーや重要な社会問

題について、啓発ポスターや

ホームルームなどで学生達

に随時注意を促している。

全学生に社会・地域貢献の

機会を提供できているわけ

ではなく、活動している学生

は限定的である。 

中学生、高校生の職業教育

に関しては、参加人数が多い

場合があり、スペースの問題

で対応に苦慮するケースが

ある。 

現在、企業や行政と連携し

た教育プログラムが充実し

ているとは言えず、機会獲得

に努める必要がある。 

ボランティアなどを実施

する際には、行政、企業、NPO

などとの連携強化が必要で

ある。これを継続的に行って

いくことにより、ボランティ

アの活動内容や時間帯の幅

を広げていきたい。

 中学生、高校生の職業教育

は、参加者の学校の先生と相

談しながらきめ細かい対応

をして、受け入れの機会を増

やしていきたい。 

 企業や行政、地域の方々と

の交流を広く、深く持ち、産

学連携した教育プログラム

の開発に努める。 

学生ガイド（シラバス

など） 



７１ 

10-36 （2/2）

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

10-36-2 国際交流に

取組んでいるか

□海外の教育機関との国際交

流の推進に関する方針を定め

ているか

□海外の教育機関と教職員の

人事交流・共同研究等を行って

いるか

□海外の教育機関と留学生の

受入れ、派遣、研修の実施等交

流を行っているか

□留学生の受入れのため、学修

成果、教育目標を明確化し、体

系的な教育課程の編成に取組

んでいるか

□海外教育機関との人事交流、

研修の実施等、国際水準の教育

力の確保に向け取組んでいる

か

□留学生の受入れを促進する

ために学校が行う教育課程、教

育内容・方法等について国内外

に積極的に情報発信を行って

いるか

２ 現在、海外教育機関との交

流は行っていないが、留学生

は積極的に受け入れている。 

留学生を積極的に受け入

れるために専門部署の留学

生センターを設置し、さらに

台湾に海外事務所を設け、受

入れ体制を整えている。 

現地での説明会も実施し

ている。日本留学生フェアな

どには本校教員や活躍する

卒業生も同行し、教育内容や

成果をより分かりやすく伝

えている。 

またオンラインなどによ

り説明会や相談会を実施し、

積極的に情報発信を行って

いる。 

カリキュラムにおいては

留学生に対して特別授業を

開講し、日本語能力の更なる

向上や日本文化の理解に努

めている。 

在校生から留学生チュー

ターを採用して日々の生活

や授業をサポートしている。 

留学生の同窓会などを通

じて情報の発信、収集を行っ

ている。 

留学生を受け入れるため

の体制は整っているが、在留

資格の関係で、卒業後国内で

のデビュー及び芸能活動が

非常に難しい。 

また、企業に就職を希望す

る場合にも教育内容と業務

のマッチングに関する出入

国在留管理庁の審査が厳し

い。 

留学生の母国での就職に

対して支援を強化する余地

がある。 

日本人の海外留学に対す

る支援策が乏しく、実績も少

ない。 

 留学生センター・留学生担

当者・就職担当者・クラスア

ドバイザーが互いに連携を

取り、就労ビザ取得の実績が

ある企業・業種を中心に留学

生の積極採用を呼び掛けて

いく。また、留学生採用のメ

リットを効果的に伝え、進路

先の新規獲得に努める。 

語学の堪能な職員に、母国

での就職活動方法や求人情

報を収集し、留学生に提供し

てもらう。 

学生ガイド（シラバス

など）  



７２ 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 中学生・高校生の職業教育の受け入れ（年間 100 名程度）や NPO、警察、行政などと連

携しボランティア活動などを行っている。また、環境問題教育の一環として、ゴミの分別・

リサイクル運動、近隣のゴミ拾いなどを行い、省エネにも取組んでいる。 

 留学生受け入れについては留学生センターや現地事務所を設置し、日本留学生フェアに

は教員や OBが同行して説明するなど積極的に取り組んでいる。カリキュラムにおいても留

学生の特別授業がある。 

積極的に留学生の受け入れ体制を整えており、入学者も増加している。しかし学科特性

上、卒業後の在留資格取得の道が険しい。 

2018年 3月卒業の留学生が芸能活動の在留資格「興行」を取得した。 



７３ 

10-37 （1/1）

10-37 ボランティア活動

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

10-37-1 学生のボラ

ンティア活動を奨励

し、具体的な活動支

援を行っているか

□ボランティア活動等社会活

動について、学校として積極

的に奨励しているか

□活動の窓口の設置等、組織

的な支援体制を整備している

か

□ボランティアの活動実績を

把握しているか

□ボランティアの活動実績を

評価しているか

□ボランティアの活動結果を

学内で共有しているか

３ ボランティアの授業を開

講している。中野区や中野

警察署、地元の町会である

二軒屋町会、北新宿第二地

域交流館などからの依頼に

応え、様々なボランティア

活動、イベント、交流会参

加などを学生に体験させて

いる。またその活動は、全

てカレッジダイアリーに掲

載するなどして、学校内で

共有するとともに広報を行

っている。 

全ての学生に対して募集

をかけているが、より多く

の学生が参加できる環境を

作りたい。 

 積極的な告知を行い、参

加学生数の増加を図るとと

もに、学生自らが自発的に

ボランティア活動に取り組

めるように宣伝などを行

う。 

掲示だけではなく、クラ

スアドバイザーなどにも伝

達を依頼した結果、参加者

が増えてきている。今後の

活動を継続的に行うため、

説明会なども計画中であ

る。

学生ガイド（シラバスなど） 

カレッジダイアリー（公式

ブログ） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

ボランティアの授業を開講し、中野警察署をはじめとした団体へのボランティア協力、

近隣の町内会イベントへの参加などを行っている。ただし、参加学生は限られており、よ

り多くの学生が参加出来る環境を整えたい。また、授業にとどまらず学生自らが自発的に

ボランティア活動に取り組めるよう促していきたい。 

中野警察署の防犯ボランティアに参加している。 

（警視庁安全部長賞、中野警察署長賞受賞歴あり） 



７４ 

4 2021年度重点目標達成についての自己評価 
2021年度重点目標 達成状況 今後の課題 

本校は学園の理念に基づき、実践教育・人間教育・自立教育の

教育方針を掲げ、多様化する学生のニーズに応えながら、将来エ

ンターテインメント業界の発展に貢献できる人材の育成を目指

す。本校ではカリキュラムや教育活動について、業界企業をはじ

めとした学校関係者との連携を密に図り、広く意見・提案をもら

いながら見直し、改善に取組んでいる。

今年度の重点目標は、本校の恒常的な取組みである「中途退学

率の低減」「進路決定率の向上」を含めた以下 6点である。 

【重点目標】 

・教職員資質向上

・カリキュラム最適化

・ICT活用促進

・中途退学率低減

・進路決定率向上

・コロナ禍における望ましい授業形態の模索

6 つの重点目標それぞれに担当を配置し達成に向け行

動した。 

【教職員資質向上】 

毎月の職員会議時に教職員による職務内容(奨学金制

度、留学生在留管理、災害対策)紹介と共有を行ったり、

ゲストを招いて業界講座(ライブ配信)や接遇・応対の研

修を実施したりして職員全体の意識・スキルアップを図

った。次年度も継続して行う。 

【カリキュラム最適化】 

企業人とのカリキュラム検討会を経て学科主任を中心

に見直し、次年度は特に学科科目を充実させることにな

った。 

【ICT活用促進】 

少数ながらオンライン授業を開講した。次年度、一部

の学科科目にもオンラインの授業を広げられることにな

った。 

【中途退学率低減】 

全クラス個人面談を実施し悩みを早めに把握するよう

計らった。面談内容はパーソナルデータシステムに入

力・共有することでチームとして対応し、昨年よりも中

途退学率を低減できた。 

【進路決定率向上】 

全体オーディションの後も各科で進路対策の講座を企

画し個別対応をしてきた結果、昨年よりも進路決定率は

向上した。 

【コロナ禍における望ましい授業形態の模索】 

基本的な感染対策を徹底した。セミナーや説明会など

は web サービスやオンライン配信を活用して密集を避

け、効率化した。 

2021年度に掲げた重点目標は残る課題を整理し、次年

度も継続的に取り組むことで教育と管理の両面から組織

強化をすることが必要である。特に進路決定率と中途退

学率は望ましい数値を維持していけるよう留意する。 

1、日頃から学生指導に携わる教職員全体のスキルアップ

を継続的に行っていく。特に ICT スキルアップや業務内

容の整理・見直しと働き方改革は急務である。 

2、これまでの教育活動を多角的に見直し、専門分野の授

業や成果発表、学園行事、評価方法など、新たな学校・

学科の特色を打ち出して入学対象者や進路先の企業に対

する訴求力を高める。ネットタレントの育成を足掛かり

に、学科周辺分野の裾野を開拓する。 

3、オンラインによる教育活動の利便性を検討し、効果的

と考えられる科目では積極的に取り入れる。また、学籍

管理などのシステム導入を進め、本格運用する。 

4、感染症への対策を継続し、教育活動との両立をより良

い形にすべく情報収集に努め、改善を重ねる。 




